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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成１７年１１月１５日（火）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後　３時５７分　閉会

１．場所

大会議室

１．出席委員

委 員 長� 山本善信 � 副委員長� 森西　正 � 委　　員� 南野直司

委　　員� 三好義治 � 委　　員� 野口　博 � 委　　員� 三宅秀明

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正� 助　役　小野吉孝

市長公室長　寺田正一� 市長公室次長兼人事課長　中岡健二�

同室参事兼秘書課長　南野邦博　　同室参事兼人権室女性政策課長　寺西義隆

秘書課参事　藤井智哉� 政策推進課長　有山　泉� 同課参事　前川　進

同課参事　山田雅也　　　　人権室人権推進課長　藤原堅太郎

総務部長　奥村良夫� 同部次長兼納税課長　葭中　勉

同部参事兼法制文書課長　小寺芳政　　総務防災課長　杉本正彦�

財政課長　堤　守� 情報政策課長　東角泰典

市民税課長　寺本敏彦� 固定資産税課長　宮部善隆

会計室長　阿久根俊二� 同室参事　佐伯卓治

監査委員、選挙管理・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　杉浦　徹

同局次長　高山真弓� 同局参事　大砂　渉

消防長　稲田晴彦� 消防本部次長兼消防署長　石田喜好

同本部次長兼総務課長　浜崎健児　　予防課長　水田謙二� 警備第１課長　北居　一

同課参事　池沢弘員� 警備第２課長　埜口節夫� 同課参事　本山　勝

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三� 同局次長代理　上　清隆

１．審査案件（審査順）

認定第１号　平成１６年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分　

　　認定第５号　平成１６年度摂津市財産区財産特別会計歳入歳出決算認定の件
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（午前１０時　開会）

○山本善信委員長　ただいまから総務常

任委員会を開会いたします。

　理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　時節柄、ご多忙の折、きょうは総務常

任委員会をお持ちいただきまして大変あ

りがとうございます。

　本日は、平成１６年度摂津市一般会計

歳入歳出決算認定の件所管分ほか１件に

ついてご審査をいただくわけでございま

すが、どうか慎重審議の上、ご認定賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。

開会に当たり、ごあいさつといたします。

　なお、私は一たん退席いたしますけれ

ども、在庁いたしておりますので、どう

ぞよろしくお願い申し上げます。

○山本善信委員長　あいさつが終わりま

した。

　本日の委員会記録署名委員は、南野委

員を指名いたします。

　審査の順序につきましては、まず最初

に認定第１号所管分の審査を行い、次に、

認定第５号の審査を行うことに異議あり

ませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　ご異議なしと認め、

そのように決定いたします。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時１分　休憩）

（午前１０時２分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　認定第１号所管分の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、認定第１号、

平成１６年度摂津市一般会計歳入歳出決

算のうち、総務部等に係る部分につきま

して、目を追って主なものについて補足

説明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、２８ペー

ジ、款１、市税、項１、市民税、目１、

個人は、前年度に比べ４．６％、１億６，

０４１万５５１円の減額となっておりま

す。これは恒久的減税が、平成１１年度

から引き続き実施されていることや、個

人所得の減少が続いていることなどによ

るものでございます。

　目２、法人は、前年度に比べ２０．０

％、３億５，７０８万４，２６６円の増

額となっております。これは主要企業の

収益回復により、法人税割が増額となっ

たことによるものでございます。

　項２、固定資産税、目１、固定資産税

は、前年度に比べ２．４％、２億２，３

０１万７，１８８円の減額となっており

ます。これは、地価下落に伴い価格修正

を行ったことにより、地価が評価減となっ

たことなどによるものでございます。

　項３、軽自動車税、目１、軽自動車税

は、前年度に比べ２．９％、１８８万４，

３８６円の増額となっております。

　項４、市たばこ税、目１、市たばこ税

は、前年度に比べ２．６％、１，６８２

万２，４７３円の増額となっております。

　項５、都市計画税、目１、都市計画税

は、前年度に比べ２．８％、５，１２０

万１，６９４円の減額となっております。

　３０ページ、款２、地方譲与税、項１、

所得譲与税、目１、所得譲与税は、三位

一体の改革に伴う国庫補助負担金の廃止・

縮減の代替財源として、新たに措置され

たものでございます。

　項２、自動車重量譲与税、目１、自動

車重量譲与税は、前年度に比べ５．３％、

７４８万７，０００円の増額となってお

ります。

　項３、地方道路譲与税、目１、地方道

路譲与税は、前年度に比べ９．６％、４
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６６万９，０００円の増額となっており

ます。

　款３、利子割交付金、項１、利子割交

付金、目１、利子割交付金は、前年度に

比べ１６．０％、２，０４６万８，００

０円の減額となっております。

　款４、配当割交付金、項１、配当割交

付金、目１、配当割交付金は、平成１５

年度地方税法の改正に伴い、新たに設け

られたものでございます。

　款５、株式等譲渡所得割交付金、項１、

株式等譲渡所得割交付金、目１、株式等

譲渡所得割交付金は、配当割交付金同様、

平成１５年度地方税法の改正に伴い、新

たに設けられたものでございます。

　款６、地方消費税交付金、項１、地方

消費税交付金、目１、地方消費税交付金

は、前年度に比べ１０．２％、９，６１

４万７，０００円の増額となっておりま

す。

　款７、ゴルフ場利用税交付金、項１、

ゴルフ場利用税交付金、目１、ゴルフ場

利用税交付金は、前年度に比べ４．３％、

１３万２，３８４円の減額となっており

ます。

　３２ページ、款８、自動車取得税交付

金、項１、自動車取得税交付金、目１、

自動車取得税交付金は、前年度に比べ１

２．３％、２，０５３万２，０００円の

増額となっております。

　款９、地方特例交付金、項１、地方特

例交付金、目１、地方特例交付金は、前

年度に比べ５．６％、２，６６２万３，

０００円の減額となっております。

　款１０、地方交付税、項１、地方交付

税、目１、地方交付税は、前年度に比べ

４９．３％、３億２，５３１万８，００

０円の減額となっております。これは、

普通交付税が不交付となったことによる

ものでございます。

　款１１、交通安全対策特別交付金、項

１、交通安全対策特別交付金、目１、交

通安全対策特別交付金は、前年度に比べ

１．１％、２０万５，０００円の増額と

なっております。

　３４ページ、款１３、使用料及び手数

料、項１、使用料、目１、総務使用料は、

庁舎施設等使用料が収入されております。

　３６ページ、項２、手数料、目１、総

務手数料は、税務諸証明手数料、税務督

促手数料などが収入されております。

　４６ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目１、総務費府補助金は、緊

急地域雇用創出特別基金事業補助金が収

入されております。

　５２ページ、目９、振興補助金は、大

阪府市町村振興補助金が収入されており

ます。

　項３、委託金、目１、総務費委託金は、

府税徴収事務委託金が収入されておりま

す。

　５４ページ、款１６、財産収入、項１、

財産運用収入、目１、財産貸付収入は、

土地貸付収入でございます。

　目２、利子及び配当金は、財政調整基

金などの各種基金利子収入でございます。

　項２、財産売払収入、目１、不動産売

払収入は、旧千里丘駅前再開発代替地な

どの土地売払収入でございます。

　款１７、寄附金、項１、寄附金、目１、

寄附金は、競艇寄附金、一般寄附金が収

入されております。

　５６ページ、款１８、繰入金、項１、

特別会計繰入金、目１、財産区財産特別

会計繰入金は、市場池などの貸付収入の

一部などで２，９４５万３，８５０円の

繰り入れとなっております。

　目３、公共施設整備基金繰入金は、公

共施設整備基金から１４億２，１００万

円を借り入れし、繰り入れたものでござ
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います。

　款１９、諸収入、項１、延滞金、加算

金及び過料、目１、延滞金は、市税延滞

金となっております。

　項２、市預金利子、目１、市預金利子

は、各課の前渡資金に係る預金利子でご

ざいます。

　５８ページ、項３、貸付金元利収入、

目３、家屋被害復旧資金貸付金元金収入

は、家屋被害復旧資金貸付金償還金でご

ざいます。

　項４、雑入、目１、雑入の主なものと

いたしましては、６０ページ、大阪府市

町村振興協会交付金、水道事業会計から

の収入などでございます。

　続きまして、７０ページ、款２０、市

債、項１、市債につきましては、目１、

総務債は、借換債、目３、土木債は、千

里丘三島線交差点改良事業債及び借換債、

目４、消防債は、消防施設整備事業債、

目５、教育債は小学校トイレ改修事業債

及び借換債、中学校トイレ改修事業債、

教育用地買収事業債、目６、市民税等減

税補てん債は、恒久的減税等による減収

額の補てんのため起債したもの及び借換

債、目７、臨時財政対策債は、普通交付

税の不足分の振り替えとして起債したも

のとなっております。

　７２ページ、款２１、繰越金、項１、

繰越金、目１、繰越金は、９，１９２万

４，７３５円で、その内訳は繰越事業充

当財源が２，３６７万６，０００円、平

成１５年度決算剰余金が６，８２４万８，

７３５円となっております。

　続きまして、歳出でございますが、７

８ページからの款２、総務費、項１、総

務管理費、目１、一般管理費の主なもの

につきましては、８２ページ、節１１、

需用費のうち、消耗品費、総務防災課分

は、市全体の一般事務用品の購入経費な

ど、また法制文書課分は、印刷用紙、書

籍追録代などでございます。

　８４ページ、節１２、役務費のうち通

信運搬費、情報政策課分は、インターネッ

トに係る通信経費などでございます。

　節１３、委託料は、市例規集委託料な

ど、節１４、使用料及び賃借料は、ＯＡ

機器の借上料などを執行しております。

　８６ページ、節１９、負担金、補助及

び交付金は、電子自治体推進協議会負担

金を執行いたしております。

　節２８、繰出金、財政課分は、児童手

当に係る水道事業会計への繰出金を執行

いたしております。

　８８ページ、目２、文書広報費のうち

総務部等に係りますものは、節１２、役

務費で、市全体の郵送料などの通信運搬

費を執行いたしております。目３、会計

管理費は、収入役室の出納事務に係る経

費でございます。

　９０ページ、目４、財産管理費は、庁

舎や車両の維持管理経費などを執行いた

しております。その主なものといたしま

しては、節１３、委託料で、庁舎清掃管

理業務、庁舎総合管理などの委託経費を

執行いたしております。

　９２ページ、目５、車両管理費は、各

課管理車両の事故賠償金を執行いたして

おります。

　９４ページ、目１０、電子計算費は、

節１３、委託料でシステム支援委託料や

システム改造委託料など、９６ページ、

節１４、使用料及び賃借料で、電子計算

機レンタル料や固定資産評価システムの

借上料などを執行いたしております。

　１０２ページ、目１６、財政調整基金

費から目１９、土地開発基金費までの各

基金費につきましては、剰余金利子等を

それぞれの基金に積み立てたものでござ

います。
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　なお、目１８、減債基金費では、平成

１７年度、１８年度にピークを迎える公

債費の財源に充てるため積み立てをいた

したものでございます。

　項２、徴税費につきましては、目１、

税務総務費から１０６ページ、目２、賦

課徴収費で、税務事務に関する経費を執

行いたしております。

　次に、２０８ページをお開きください。

　款８、消防費、項１、消防費、目４、

災害対策費では、防災資機材の整備や防

災無線システム、防災演習など防災対策

に係る経費を執行いたしております。

　次に、２５２ページをお開きください。

　款９、教育費、項７、保健体育費、目

３、体育施設費では、摂津市土地開発公

社経営健全化計画に基づく、鳥飼体育館

駐車場用地の買い戻しのための土地購入

費を執行いたしております。

　款１０、公債費、項１、公債費、目１、

元金は、前年度に比べ１０５．４％、４

５億２，８５４万３，９６１円の増額と

なっております。

　なお、借換債を除く実質ベースでは、

前年度に比べ９．０％、３億２，５９４

万３，９６１円の増額となっております。

　目２、利子では、前年度に比べ１２．

４％、１億５，８９４万９，５８１円の

減額となっております。

　款１１、諸支出金、項２、繰出金、目

１、公共施設整備基金繰出金につきまし

ては、公共施設整備基金からの借入金に

係る利子償還金でございます。

　最後に、２５４ページ、款１２、予備

費、項１、予備費、目１、予備費につき

ましては、７５３万５，４６６円を充当

いたしております。その内容は、款３、

民生費、項１、社会福祉費、目１、社会

福祉総務費で、火災などによる災害見舞

金に２４万５，０００円、款７、土木費、

項２、道路橋りょう費、目１、道路橋りょ

う総務費で、民事訴訟の控訴に係る経費

に３０８万７，８０１円、款８、消防費、

項１、消防費、目２、非常備消防費で、

消防団員退職者に係る報償金に３３２万

８，５５９円、目４、災害対策費で、防

災活動に係る職員手当等に８７万４，１

０６円を充当いたしております。

　以上、総務部等の所管いたします決算

内容の補足説明とさせていただきます。

○山本善信委員長　寺田市長公室長。

○寺田市長公室長　続きまして、平成１

６年度摂津市一般会計歳入歳出決算のう

ち、市長公室に係る部分につきまして、

目を追って主なものについて、歳入歳出

決算書に沿って補足説明をさせていただ

きます。

　まず、歳入でございますが、３４ペー

ジ、款１３、使用料及び手数料の項１、

使用料、目１、総務使用料、女性センター

使用料は、現在の摂津市立男女共同参画

センター・ウィズせっつの施設使用料で

ございます。

　４４ページ、款１４、国庫支出金の項

３、委託金、目１、総務費委託金、統計

調査費委託金は、工業統計調査、農林業

センサスや全国消費実態調査などに係る

委託金でございます。

　４６ページ、款１５、府支出金の項２、

府補助金、目１、総務費府補助金、統計

調査費補助金は、統計調査員研修に係り

ます補助金でございます。また、人権相

談事務費補助金は、人権相談員等に係り

ます補助金でございます。

　５２ページ、項３、委託金、目１、総

務費委託金、人権啓発活動委託金は、人

権啓発活動事業全般に係ります事業委託

金でございます。

　５８ページ、款１９、諸収入の項４、

雑入、目１、雑入、雑収入は、人事課分
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として、臨時非常勤職員等雇用保険個人

掛金は、対象者から差し引いた掛け金を

保険料を払い込むまでの間、収入とした

ものでございます。

　退職手当水道事業会計負担金は、退職

手当を一般部局と水道事業会計との勤続

年数で案分し、精算したものでございま

す。

　また、派遣職員給与等負担金は、職員

の派遣先と手当など給与体系の違いから

生じる差額を精算いただいたものでござ

います。

　なお、その他、政策推進課、女性政策

課に係る雑収入関係でございます。

　次に、歳出についてでございますが、

一般会計全体に係ります人件費関係の決

算は、決算概要２０ページの給与費決算

額調書に記載いたしておりますとおり、

平成１６年度に支出いたしました給与費

の総額は、７６億９，５６４万６，８６

９円で、前年度に比べ０．８％、６，３

６６万９，２８１円の増額となっており

ます。

　給与費の内訳といたしましては、報酬

で２億９，０６８万６７７円、給料で２

９億５，７６５万１０６円、職員手当等

で３４億６，３７７万５６９円、共済費

で９億８，３５４万５，５１７円の執行

となっております。

　そのうち、給料では、前年度に比べ２．

９％、８，７９６万９，０１７円の減額

となっており、これは退職不補充等によ

る職員数の減員によるものでございます。

　職員手当等では、前年度に比べ５．９

％、１億９，２６０万６，１９３円の増

額となっておりますが、これは人事院勧

告による期末手当の減額や時間外勤務手

当の減のほか、通勤手当の支給方法の変

更などにより、前年度に比べ８，４６０

万２，１３８円の減額となったものの、

退職手当が１１億３，９９４万２，８５

３円の執行で、平成１６年度は希望退職

制度に基づく早期退職を実施したことな

どにより、前年度に比べ３２．１％、２

億７，７２０万８，３３１円の増額となっ

たことによるものでございます。

　報酬では、前年度に比べ０．８％、２

４５万５，９７９円の減額となっており

ます。これは、前年の１５年度に衆議院

議員総選挙が行われ、選挙立会人報酬を

支出していたことなどによるものでござ

います。

　次に、人件費以外の内容を一般会計歳

入歳出決算書によりご説明を申し上げま

す。

　歳出の主なものといたしましては、決

算書７８ページ、款２、総務費、項１、

総務管理費、目１、一般管理費、報酬で

は、人事課の公務災害補償等認定委員会

委員報酬と産業医報酬を支出しておりま

す。

　８０ページ、報償費は、秘書課分とし

て、市の対外的な記念品費用、人事課分

は職員研修の講師費用が主たる支出でご

ざいます。

　８２ページ需用費及び８４ページ役務

費につきましては、業務執行上必要な経

費として支出したものであり、いずれも

必要性を十分精査し、執行に努めてまいっ

たところでございます。

　委託料につきましては、人事課分とし

て職員の健康管理に係る職員健康診断委

託料、係長級昇任試験の試験問題作成委

託料や管理職の研修などの管理職養成等

研修委託料でございます。

　秘書課分として、派遣職員による秘書

業務委託料などが主な執行となっており

ます。

　８６ページ、負担金、補助及び交付金

の主なものといたしましては、人事課に
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係る職員共同採用試験負担金、職員の教

養研修費負担金及び職員厚生会補助金な

どでございます。

　８８ページ、目２、文書広報費で、秘

書課分の主なものといたしましては、広

報せっつ並びにお知らせ版の編集・発行・

配布に係る執行経費等でございます。

　９２ページ、目６、企画費につきまし

ては、政策推進課の事務執行に係る経費

でございます。また、この費目に係る委

託料は、職員の意識改革や業務改善の取

り組みとして行いました、ＡＴＯＭＳ運

動に係る研修経費を業務改善推進委託料

で、また業務のプロセスなどを分析して、

不正や誤りを未然に防止する内部統制に

係る研修を内部統制調査・評価業務委託

料で執行いたしております。

　次に、９６ページ、目１２、女性政策

費、報償費につきましては、大阪人間科

学大学、大阪薫英女子短期大学のご協力

のもとに実施いたしております、せっつ

女性大学、市民に参加いただいておりま

す女性政策推進市民懇話会等に係る経費

でございます。このほか、男女共同参画

社会を目指すための経費などでございま

す。

　また、目１３、女性センター費につき

ましては、現在の摂津市立男女共同参画

センター・ウィズせっつの管理、運営に

係る経費でございます。

　１００ページ、目１５、諸費、負担金、

補助及び交付金で、主なものといたしま

しては、摂津市人権教育啓発推進協議会

補助金、財団法人大阪府人権協会分担金

を執行いたしております。

　１１８ページ、項５、統計調査費、目

１、統計調査総務費は、統計に係ります

事務経費でございます。

　また、１２０ページ、目２、指定統計

調査費は、主なものといたしましては、

平成１６年度に行いました工業統計調査、

農林業センサスや全国消費実態調査に係

る経費でございます。

　以上、市長公室の所管いたします決算

内容の補足説明とさせていただきます。

○山本善信委員長　続いて、稲田消防長。

○稲田消防長　それでは、認定第１号、

平成１６年度摂津市一般会計歳入歳出決

算のうち、消防所管事項につきまして、

目を追ってその主なものについて補足説

明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、３８ペー

ジ、款１３、使用料及び手数料、項２、

手数料、目５、消防手数料は、危険物設

置許可手数料及び検査手数料並びに罹災

証明書発行手数料等でございます。

　５０ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目７、消防費府補助金は、大

阪航空消防運営費補助金でございます。

　６６ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目１、雑入の消防団員退職報償費

は、２０名の退職団員に対する退職報償

金、近畿道救急業務実施市町村交付金は、

近畿自動車道への救急出動に対する交付

金、救急振興財団助成金は、高度救命用

資機材整備に係る助成金でございます。

　続きまして、歳出でございますが、２

００ページ、款８、消防費、項１、消防

費、目１、常備消防費の節９、旅費は、

救急救命士養成に係る九州研修所への教

育派遣及び職員研修派遣等でございます。

　節１１、需用費の消耗品費は、消防活

動業務用品及び貸与被服並びに緊急情報

システムの交換部品等の購入、修繕料は、

消防車両及び消防庁舎の維持管理経費が

主なものでございます。

　節１２、役務費は、一般加入回線、専

用回線に係る電話代等の通信運搬費及び

救急救助活動用ボンベ充てん等の手数料、

並びに車両の保険料が主なものでござい
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ます。

　２０２ページ、節１３、委託料は、消

防庁舎の清掃及び庁舎設備等の保守管理

委託、高度救命用資機材の保守管理委託、

並びに指令業務緊急情報システム保守管

理委託等でございます。

　節１４、使用料及び賃借料は、消防本

部庁舎の土地の借り上げ及び消防職員仮

眠用寝具の借り上げが主なものでござい

ます。

　節１８、備品購入費は、ＮＯＸ・ＰＭ

法規制対象の高規格救急自動車の更新及

び車両搭載用高度救命資機材等でござい

ます。

　２０４ページ、節１９、負担金、補助

及び交付金は、消防ヘリコプターの運営

負担金、救急救命士養成に係る九州研修

所派遣及び大阪府消防学校等への職員教

育派遣負担金並びに消火栓の新設・修理

に係る負担金が主なものでございます。

　続きまして、目２、非常備消防費の節

１、報酬は、消防団員３３８名に対する

報酬でございます。

　節８、報償費は、退職消防団員２０名

に対する退職報償金等でございます。

　節９、旅費は、消防団員延べ１９２名

分の火災出動による旅費及び訓練や歳末

非常警戒並びに消防出初式等に係る費用

弁償でございます。

　節１１、需用費の消耗品費は、消防団

員の貸与被服及び消防団活動用品が主な

ものでございます。

　修繕料は、消防団の消防ポンプ自動車

６台、小型動力ポンプ積載車２３台、小

型動力ポンプ２３台の維持補修費等でご

ざいます。

　節１２、役務費、節１３、委託料及び

節１７、公有財産購入費は、それぞれ、

味舌上第２分団の屯所の底地購入に係る

不動産鑑定手数料及び確定測量委託料並

びに土地購入費でございます。

　なお、この土地購入に係る財源につき

ましては、財産区財産特別会計から一般

会計に繰り入れを行ったものでございま

す。

　節１８、備品購入費は、小型動力ポン

プの更新経費等でございます。

　節１９、負担金、補助及び交付金は、

消防団員等公務災害補償等共済基金の掛

金及び消防分団車両の更新に係る補助並

びに消防団屯所の補修等に対する施設整

備費補助が主なものでございます。

　以上、歳入歳出決算のうち消防所管事

項の補足説明とさせていただきます。

○山本善信委員長　杉浦局長。

○杉浦監査委員、選挙管理・公平・固定

資産評価審査委員会事務局長　認定第１

号、平成１６年度一般会計歳入歳出決算

のうち公平委員会、固定資産評価審査委

員会、選挙管理委員会及び監査委員事務

局が所管いたしております項目につきま

して、目を追って補足説明をさせていた

だきます。

　まず、歳入でございますが、４４ペー

ジ、款１４、国庫支出金、項３、委託金、

目１、総務費委託金の選挙費委託金は、

平成１６年７月１１日執行の参議院議員

通常選挙及び在外選挙人名簿登録事務に

係る委託金収入でございます。

　次に、５２ページ、款１５、府支出金、

項３、委託金、目１、総務費委託金の選

挙費委託金は、平成１６年１０月２４日

執行の府議会議員補欠選挙に係る委託金

収入でございます。

　続きまして、歳出でございますが、９

４ページ、款２、総務費、項１、総務管

理費、目８、公平委員会費及び目９、固

定資産評価審査委員会費につきましては、

委員報酬などの管理経費でございます。

　次に、１１２ページの項４、選挙費、
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目１、選挙管理委員会費につきましては、

委員報酬などの関連経費でございます。

　同じく１１２ページの目２、参議院議

員通常選挙費につきましては、平成１６

年７月１１日執行の参議院議員通常選挙

に係る経費でございます。

　主なものといたしましては、節１２、

役務費で、入場整理券の郵送料、節１３、

委託料では、ポスター掲示場設営撤去委

託料、節１８、備品購入費では、投票所

等における選挙器具の購入費でございま

す。

　１１４ページの目３、市長選挙費につ

きましては、平成１６年９月２６日執行

の市長選挙に係る経費でございます。

　主なものといたしましては、節１２、

役務費で入場整理券の郵送料、節１３、

委託料でポスター掲示場設営撤去委託料、

開票所設営撤去委託料、節１９、負担金、

補助及び交付金では、選挙公営制度交付

金となっております。

　１１６ページの目４、府議会議員補欠

選挙費につきましては、平成１６年１０

月２４日執行の府議会議員補欠選挙に係

る経費でございます。

　主なものといたしましては、節１２、

役務費では、入場整理券の郵送料、節１

３、委託料では、ポスター掲示場設営撤

去委託料、節１８、備品購入費では、記

載台などの選挙器具購入費となっており

ます。

　次に、１２０ページの項６、監査委員

費、目１、監査委員費につきましては、

委員報酬などの管理経費でございます。

　以上、決算内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○山本善信委員長　説明が終わり、次に

質疑に入ります。

　質疑のある方は挙手してください。

　南野委員。

○南野委員　おはようございます。

　それでは、まず一番目に一般会計歳入

歳出決算書の２８ページ、款１、市税、

項１、市民税、目１、個人、節２、滞納

繰越分の不納欠損額４，７９５万１，７

２１円についてでございますが、さまざ

まな状況で不納になっていると思います

が、理由として自分の故意によって税金

を納められない方の件数をまずお聞かせ

ください。

　次に、２番目、決算概要３１ページ、

款２、総務費、項１、総務管理費、目１、

一般管理費、非常勤職員等雇用事業３，

４０１万７，３０１円についてでござい

ますが、どういった基準で非常勤職員等

を雇用されておられるのか、お聞かせく

ださい。

　次に、３番目、決算概要３１ページ、

款２、総務費、項１、総務管理費、目１、

一般管理費、人件費事業のうち、退職手

当１１億３，９９４万２，８５３円につ

いてでございますが、１６年度何名の職

員の方が退職されたのか、お聞かせくだ

さい。

　次に、４番目ですけども、決算概要３

７ページ、款２、総務費、項１、総務管

理費、目４、財産管理費、車両管理事業

１，０４７万８，０１５円についてでご

ざいますが、備考に普通自動車２台、小

型自動車２台、小型貨物２台、軽自動車

２台と書かれておりますが、これとあわ

せて庁舎内の職員が使用する公用車及び

原動機付き自転車、また自転車は何台あ

るか教えてください。また、車両の管理

体制はどのようにされておられるのか、

お聞かせください。

　次に、５番目ですけども、決算概要３

７ページ、款２、総務費、項１、総務管

理費、目４、財産管理費の市立集会所管

理事業のうち、修繕料３１７万６９９円
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に関してでございますが、現在５１か所

の集会所のうち、例えば老朽化が進み早

急に修繕が必要とされた集会所はあった

のかどうか、お聞かせください。

　次に、６番目、決算概要３８ページ、

款２、総務費、項１、総務管理費、目６、

企画費、一般事務事業のうち、淀川右岸

３市１町地下鉄延伸連絡協議会負担金１

万３，０００円についてでございますが、

これは必要な負担金なのでしょうか。ま

た、調査をされているのであれば、調査

内容をお聞かせください。

　最後に、７番目、決算概要４１ページ、

款２、総務費、項１、総務管理費、目１

２、女性政策費のうち、せっつ女性プラ

ン推進事業２６万２，６２０円について

でございますが、事務報告書３１ページ

に書かれておりますように、女性政策推

進市民懇話会を３回実施され、また研究

会等も行っておられますが、この会議の

内容はどのような内容でしたか、お聞か

せください。

○山本善信委員長　葭中次長。

○葭中総務部次長　不納欠損に関係する

部分についてご答弁をさせていただきま

す。

　不納欠損につきましては、この決算書

にも載っておりますように、１６年度に

つきましては、市税全体で７，３５９万

２，４２１円、対象者数では１，１０５

人という部分で不納欠損をさせていただ

いております。前年度に比べますと、１

５．３２％、１，３３１万４０２円の減

となっております。

　内訳で申し上げますと、市民税関係で

は６５２人で５，００７万３２１円、前

年度と比較いたしますと、税額では７２

９万７，９２７円、１２．７２％減とい

うふうになっております。全体の構成比

では、６８．０４％を占めておるような

ところになっております。

　次に、固定資産税、都市計画税関係で

は、８０人、２，２２３万８，４００円、

前年度と比較しますと、６０５万７，４

７５円の減となっております。全体の構

成比では、３０．２２％となっておりま

す。

　次に、軽自動車税関係では、３７３人、

１２８万３，７００円、前年度と比較し

ますと４万５，０００円の増となってお

ります。これは構成比としまして、１．

７４％となっております。

　次に、不納欠損の原因でございますが、

まず市民税関係では病気等の理由で生活

が安定せず、また事業の失敗や勤務先の

会社のリストラ等によりまして、会社倒

産等によりまして、所得が減少をしてい

るような状況があります。そういうこと

によって、納税不納となったものが３７

７人、１，８５８万４７４円となってお

ります。

　また、滞納処分の執行停止の期間が経

過したものが２１５人、２，７９９万４，

８３６円となっております。

　また、所在不明が６０人、３４９万５，

０１１円となっております。

　次に、固定資産税の関係でございます

が、同じように事業等の失敗とか会社の

倒産により、納税不納となったものが２

６人、金額で申し上げますと４０４万５，

８５０円、また滞納の処分のうち執行停

止の期間を経過したものが４９人、１，

８００万１，３５０円、所在不明が５人、

１９万１，２００円となっております。

　また、この軽自動車税関係では、現在

課税しております客体が盗難、スクラッ

プ等によりまして、現物がなく、督促や

催告等をさせていただいても納税不能の

ものが２１４人、６８万４，０００円、

また、この軽自動車税につきましては、
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登録等に住民票は必要としませんので、

転出等の追跡調査が非常に困難な部分と

なりまして、執行停止となったものが１

２５人、５１万４，１００円、所在不明

が３４人、８万５，６００円となってお

ります。

　そういうことで、不納欠損の分につき

ましては、今後いろいろな調査等も含め

て滞納処分の早期解決という部分で今後

も努力をしていきたいと思っております

ので、よろしくお願い申し上げます。

○山本善信委員長　杉本課長。

○杉本総務防災課長　まず、公用車が何

台あるかというお問いでございますけど

も、一般会計ベースでお答えいたします

と、単車と特殊自動車、軽四すべて含み

まして１００台ございます。他に特別会

計の車両４７台、あと水道、消防の車両

については除いておりますけども、とい

う台数になるかと思います。

　管理体制でございますけども、まず、

安全運転管理者を各部に設置しておりま

して、そこから各部に対する管理をお願

いしているというところでございますけ

ども、車両管理事業のお問いの中で、１，

１５８万２，８７６円の予算額で１，０

４７万８，０１５円の執行ということで

すけども、この中には一般のタクシーの

借り上げですとか、こういったものも入っ

ておりますので、すべてがいわゆる市の

保有する車両の分で支出しているという

わけではございません。

　あと、管理体制ですけども、先ほど申

しました安全運転管理者をつけまして、

車両の点検等行っております。また、一

般の事故等の関係もございますので、一

斉点検、それから運転免許証の確認、ま

た安全運転講習の開催等を行い、安全運

転等に対する通知、または徹底を図って

いるところでございます。

　それから、集会所の件でございますけ

ども、５１か所集会所があるということ

で、老朽化しているところはどうかとい

うことでございますけども、毎年集会所

につきましては、施設点検を兼ねまして、

施設調査を行っております。この中で老

朽化している、すべてとは言いませんけ

ども、古い集会所も多うございますので、

老朽化ということになろうかと思います

けど、現行使用に対して特に問題になっ

ているところはないかと思っております。

　ただ、第６集会所と申しまして、一津

屋にありますけども、昔、芝居小屋で使

われたところでございますけども、こち

らについては相当な老朽化がございます

ので、今後、集会所としての機能を、集

会所として使っていくのか、それとも一

部の地元の方は、「これは文化財だ」と

いうようなことをおっしゃっております

ので、そういう形での保存を図っていく

のかということはあろうかと思いますけ

ど、他の集会所につきましては、当面、

維持補修をすることによって、老朽化と

まではいかず、使用には耐え得るのでは

ないかと考えております。

○山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　人事課に係る２点

について答弁いたします。

　まずはじめに、非常勤職員等雇用事業

の部分なんですけれども、この部分につ

きましては、一応基準といいますのは、

人事課で雇用するアルバイトの分につき

ましては、各課の産休に入ったり、育児

休業に入ったり、あるいは病欠等でおお

むね１か月以上職員が休む場合でありま

すとか、そういう特別の場合について人

事課の方では雇用いたしております。

　それと２，９０２万６，１４３円の内

訳でございますが、アルバイト賃金とい

たしましては、約１，７００万円、それ
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から非常勤の嘱託員、事務嘱託員として

市民課等に配置しております職員、この

部分にかかわります部分が約１，１００

万円ということになっております。

　それから、退職手当の１６年度の人数

なんでございますが、この部分につきま

しては４５名が退職金の支払いの人数で

ございます。

○山本善信委員長　有山課長。

○有山政策推進課長　淀川右岸３市１町

地下鉄延伸連絡協議会の負担金１万３，

０００円でございますが、これの内訳は

３市で均等割の分６，０００円、１町が

入っている部分の均等割３，０００円、

あとは人口比で摂津市の人口割合が７，

０００円の１万３，０００円となってお

ります。

　その使途でございますが、調査研究と

いう部分で申しますと、平成１５年度に

私どもが担当をしておりましたときに、

国土交通省の出前講座を利用いたしまし

て、関係市、あと守口市、寝屋川市を加

えた５市１町で研究会をやっております。

このときは、近畿地方交通審議会の方に

お願いをいたしまして、こちらの方から

の講師の派遣をお願いしたということが

ございます。

　過去においては、総会等もやっており

まして、摂津市の負担金は５万９，００

０円ではございましたが、平成１５年度

から負担金の額を縮小し、調査研究の事

務担当者会議というような形に組織を改

めておりまして、総会についても持ち回

り書面というような形で経費節減に図っ

ているところでございます。

○山本善信委員長　寺西参事。

○寺西市長公室参事　せっつ女性プラン

の推進状況についてのご質問でございま

すが、事務報告書の３１ページにも記載

しておりますように、女性政策推進本部

会議並びに幹事会、研究会、各一度実施

しておりまして、せっつ女性プランの平

成１５年度の関連施策の推進状況につい

てご報告させていただきました。

　それと、女性政策推進市民懇話会の実

施状況でございますが、平成１６年度に

３回実施しておりまして、第１回目は８

月６日に実施しております。その際には、

１５年度のせっつ女性プランの推進状況

についての報告、さらに第２回目につき

ましては、男女共同参画条例の制定につ

いて、今、現在、条例制定につきまして

は、現女性プランの推進状況を勘案しな

がら条例制定する状況にあるのかどうか

ということを女性政策推進市民懇話会の

委員のご意見をお聞きして、制定に向け

て慎重に検討していきたいというふうに

考えております。

　それと第３回目は、平成１７年２月１

０日に実施しておりまして、これにつき

ましては女性センター条例の一部改正と

いう件が案件になっておりまして、平成

１７年から女性センターから名称を男女

共同参画センターというふうな形で変え

ていくというふうなことを報告させてい

ただいておるところでございます。

○山本善信委員長　南野委員。

○南野委員　それでは、まず１番目の不

納欠損額についてでございますが、先ほ

どご答弁いただきましたけども、税金を

納めずにほっておけば、地方税法第１８

条第１項により、徴収権の消減、時効と

なります。通常は納めるべきものですけ

ども、税金を納めていただけない方に対

して、どのように対応されておられるの

か、お聞かせください。

　それから、次に２番目の非常勤職員雇

用事業についてですが、行財政改革に向

けて、最少限の人数で業務の効率を上げ

ていくことが大事なときと思います。今、
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国は小さな政府を目指しております。市

としても、小さな行政を地域にしっかり

根差した構築をしていかなくてはならな

いと思います。このときですから、人員

の雇用に関する取り組みを再度検討して

いただくよう要望としておきます。

　次に、３つ目ですけども、人件費事業

についてですが、職員数適正化計画に最

終的には正規職員を７００人以下とする

ことを目標とされております。ご存じの

ように高年齢者等の雇用の安定等に関す

る法律の一部が改正されました。平成１

８年４月から平成１９年３月までが６２

歳、また平成１９年４月から平成２２年

３月までが６３歳と段階的年齢の引き上

げの措置がなされました。これに伴って、

本市も導入されると思いますが、正規職

員を７００人以下とする目標はいつまで

に達成されるのか、それをお聞かせくだ

さい。

　次に、４番目ですけども、車両管理事

業についてでございますが、公用車に関

しては庁内ＬＡＮによって公用車を管理

されていると思うんですけども、その予

約システムでの一括管理をされていると

思うんですけども、稼働していない車が

非常に多いと思いますが、この点につい

てお聞かせください。

　次に、５番目ですけども、市立集会所

管理事業についてでございますが、第１

期アクションプランにおいて、集会所の

統廃合を１７年度より実施となっており

ますが、具体的にどのように取り組まれ

ているのか、お聞かせください。

　次に、６番目ですけども、淀川右岸３

市１町地下鉄延伸連絡協議会負担金につ

いてでございますが、地下鉄延伸の実現

化について国の最新判断はどのようになっ

ているのですか、それをお聞かせくださ

い。

　次に、７番目ですけども。せっつ女性

プラン推進事業についてでございますが、

この議題にも取り上げていらっしゃいま

す男女共同参画条例、これはぜひ制定す

べきであるということを公明党としても

以前から要望してまりいました。今後の

見通しをお聞かせください。

○山本善信委員長　葭中次長。

○葭中総務部次長　それでは、市税の滞

納の関係の対応等についてご説明申し上

げます。

　市税の徴収に当たりましては、税の公

平負担の原則という分を崩さないために

も納税という分には精力的に取り組まな

ければならないというふうに考えており

まして、この滞納処分については我々は

早期に解決するよう日々努力をしている

ところでございます。

　それで、滞納の整理の手順としまして

は、まず滞納者に対しまして、督促を行っ

ております。次に、納税交渉、納税相談

の結果、事業が不振とか、勤務先の会社

倒産の理由で生活が困窮した方につきま

しては、分割納付という緩和措置をとら

せていただいております。

　本来、納税につきましては前納、期別

で４回というような分になっておるんで

すが、これは毎月とか、また１５か月と

か、いろんな幅をもって一定の分割の協

議をさせていただいて、できるだけ納税

しやすい環境づくりという分にもさせて

いただいております。

　また、こういう部分でまた納税してい

ただけない方につきましては、財産調査

をしております。現在今、やっておりま

すのが銀行預金、それに生命保険の解約

払戻金、この部分について今、重点的に

やっております。

　最近の内容を申し上げますと、１６年

度ではこの債権の部分については７件で
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ございましたが、今１７年度では２４件

程度までの部分もやっているような状況

になっております。

　それとまたこの財産調査をしまして、

差し押さえ等の部分もさせていただいて

おるようなところです。また、不動産、

固定資産関係の部分では不動産の差し押

さえ等もやっておるような状況になって

おります。

　そういうことで、また居所の追跡調査

等にも関係課、また関係市とかいろんな

市の調査等も十分させていただいて滞納

の解消に努めるところでございます。

○山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　ご質問の高年齢者

雇用安定法でございますけれども、確か

に改正が行われまして、１８年４月施行

ということで、措置についてはそれまで

に施行ということで、定年の年齢の引き

上げでありますとか、あるいは定年の廃

止でありますとか、継続雇用がうたわれ

ております。ただ、これは民間の事業主

に適用されるものでありまして、公務員

の場合、今、現在、再任用制度というの

がございます。この部分につきましては、

再任用することができるということであっ

て、定年の延長のように６０歳以降、１

年、２年というふうな形でいけるもので

はございません。摂津市も大量退職の時

代が来ますので、そのときにやっぱり５

０名なりがやめたときに、すべて再任用

できるかというとなかなか厳しい面がご

ざいますし、今後のことにつきましては、

国の方も２３年以降は年金がもらえない

年が１年、２年とふえますので、それに

向けては定年の延長なりは考えていただ

けるものではないかなと思っております

けれども、国等の推移を見守りたいと思っ

ております。

　それで人数でございますけれども、２

１年度中、ですから２２年４月１日には

７００名以下にしたいと考えております。

○山本善信委員長　有山課長。

○有山政策推進課長　地下鉄延伸の実現

化の国の判断ということでございますが、

従前、運輸政策審議会第１０号答申とい

うことで、実現可能な路線という形で位

置づけられておりましたが、現在、平成

２７年まで新たに目標年次が設定されま

して、近畿地方交通審議会答申第８号と

いうのが出ております。ここにおける国

の判断ですが、社会経済的観点、つまり

投入するビー・バイ・シーから見て１．

０以上であること、それから政策課題と

して都市の構造、機能の強化ということ

で、緊急整備への寄与、あるいは速達性

の向上ということで、ネットワークされ

ることによって路線整備で時間的な短縮

が得られるかどうか。環境への対応、Ｎ

Ｏｘでありますとか、ＣＯ２の排出の減

少量が多いこと、乗り継ぎの利便性の向

上、広域交通へのアクセス機能の強化、

快適性の向上、それからもう一点大きく

収支採算性が確保できる見通しであるか

どうかという観点から、これについては

開業４０年後には黒字化するというよう

なことが条件になっております。

　これで、私どもの協議会の方でやって

おります地下鉄２号線の延伸事業の方に

ついては、ビー・バイ・シーでは０．９

３ということで１．０を割る。それから

収支の採算については、４０年間元であ

る投資、この事業費は１，８３８億円と

計算されているんですが、これを無利子

で全然償還しないという仮定に立っても、

４０年目には累積赤字が４，８０５億円

になるというような国の基準であります。

　したがいまして、この新しい近畿地方

交通審議会答申では、従前検討すべき路

線という形で位置づけられておりました
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地下鉄２号線について検討の対象外とい

う形になっております。今後の協議会の

あり方なんですが、この答申の中で、今

後の経済情勢の変化等により、本答申に

おいて選定した路線以外の路線について、

事業の具体化を図ることがあり得ること

を留意するという内容になっておりまし

て、その部分につきましては、地域開発

の観点、あるいは地方自治体等からの提

案があった路線については、今後開発の

進捗状況に応じ、本答申の考えを踏まえ、

関係地方自治体を中心に検討することが

適当であるとなっておりますので、平成

１８年度から協議会の会費は取らないで、

事務担当者会議という形で、継続し、こ

の協議会を継続するということを決めて

いるところであります。

○山本善信委員長　杉本課長。

○杉本総務防災課長　公用車の予約シス

テムを使っておりますけども、稼働して

いない車が多いというお問いもございま

した。ただ、役所の車というのが特に本

庁の新館の裏にあります駐車場等にはよ

くとまっておるように見えるかもしれま

せんけども、一定の台数の確保は必要だ

と思っております。もちろん効率的に使

うという前提のもとではありますけども、

一定の台数を確保しないと、やはり市民

サービスというときに、各課が車を取り

合うような状況では困るというふうには

我々は考えております。

　ただ、先ほどお話がありました予約シ

ステム等による効率的な運用はもちろん

必要ですし、そういう運用の中で今後相

当老朽化した車が多くございますので、

こういうのを買いかえるなり、更新する

ときには、その車の使用状況等をよく考

え更新を新規にするのか、それとも総務

防災課の一元化を考えていくのかという

ことをよく精査して考えてまいりたいと

考えております。

　それから、集会所の統廃合でございま

すけども、集会所５１か所ございます。

我々もアクションプランの中で統廃合、

コミュニティセンターへの統合等のお話

もございます。使用件数等常に検証して

おるんですけども、多いところであれば

年間６００件程度の使用がございます。

少ないところであれば、本当に二桁程度

というところもございます。ですから、

集会所一概に何でもかんでも統廃合とい

うことにはならないかとは思いますが、

使用頻度の低いところ、また地理的条件

もございますので、使用頻度は低くとも

地元自治会に他の代替の施設のないとこ

ろについては、やはり一定、統廃合する

としても残していかなければいけないか

なと思っております。

　今後、集会所に求められておりました

過去の機能と現行、今後に集会所という

か、コミュニティセンターに求められる

機能というのは若干ずれが生じておるの

も事実でございますので、例えば防災と

か、福祉とか、そういったことが集会所

に求められましても、現行の施設では無

理かと思います。

　そういったことから考えましたら、地

域のコミュニティセンター化というよう

な話も出てくるかと思います。その辺の

機能のすみわけとか、これから求める機

能についてよく考えた上で集会所の今後

の統廃合、もうちょっと考えていきたい

と思っております。

　ただ、すぐにアクションプランにあり

ますからすぐにというふうには、担当課

として削ってしまうというふうには考え

ておりませんので、ご理解をいただきた

いと思います。

○山本善信委員長　寺西参事。

○寺西市長公室参事　男女共同参画に関
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する条例についてでございますが、男女

共同参画社会の実現というものは行政の

みの努力でできるものではないというふ

うに考えておりまして、市民、事業者も

含めたすべての人々がさまざまな分野で

日常的に取り組みを進めることが不可欠

となっておるというところでございます。

　そこで、条例を制定するにつきまして

は、市の基本的な施策や市、市民、事業

者の責務を明確にし、市民、事業者と共

同して積極的に取り組んでいくための共

通基盤をつくるものであるというふうに

考えております。

　今後、条例制定につきましては、現在

の女性プランの推進状況を勘案しながら、

果たして今、条例制定する状況にあるの

かどうか。女性政策推進市民懇話会の委

員をはじめといたしまして、いろんな立

場の方々にご意見をいただく中、摂津市

に合った条例制定に向けて慎重に検討し

てまいりたいというふうに考えておりま

す。

○山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、徴収率向上

について補足答弁をさせていただきたい

と思います。過去の徴収率の推移を見ま

すと、１０年前の平成７年度でございま

すが、現年分で９８．３％、それから滞

納繰越分で３２．４％、合計では９６．

０％でございました。それ以後、平成８

年、９年と年々徴収率は低下をしており

ます。これにはもちろん景気の低迷、あ

るいは納税意識の低下等々があろうかと

いうふうに思っております。

　平成１５年度におきましては、現年分

が９８．１％、それから滞納分が２１．

１％、合計では９３．３％に過去最低の

数字となっております。

　平成１６年度決算におきましては、現

年分が９８．３％、それから滞納分が２

３．６％、合計で９３．６％ということ

で、平成１５年に比べまして０．３％の

徴収率のアップとなっております。金額

にいたしますと、６，０００万円強ぐら

いの増収があったんではないかというふ

うに思っております。

　ちなみに市税の収入額、決算状況を見

ますと、平成９年度が過去市税の決算額

で最高でございました。２０２億４，１

００万円あったものが、平成１６年度で

は１７２億８，５００万円、約２９億５，

０００万円ほど税収が落ちております。

こういうふうに税収が落ちてきますと、

当然徴収率を向上させていかなければ、

一定税収が確保できないということで、

それぞれ原課の方で徴収努力はさせてい

ただいております。もちろん徴収努力と

いいましても、やはり納税課職員のマン

パワーに頼るところが非常に多くござい

ます。今後につきましても、徴収努力は

怠りなくやっていきたいというふうに思っ

ております。

　それとあわせて制度といたしましては、

これからは口座振替の推進、これはやは

りやっていかなければならないというふ

うに思っております。

　それから、今、税３課の方で検討して

おりますのは、コンビニ収納が可能であ

るのかないのか。その分について投資効

果がどうなのかどうかということで、今、

研究会、勉強会を立ち上げて、既に協議

をさせていただいております。

　今後につきましても徴収率のアップ等々

につきましては、全課一丸となって取り

組みたいというふうに思っております。

○山本善信委員長　南野委員。

○南野委員　それでは、まず１番目の不

納欠損額についてでございますが、ご存

じのように財政的にも非常に苦しい中に

あって、税金を納められない方に対して

－ 16 －



は、市民感情として納税義務の公平性を

確保するためにも不納欠損額の減額にさ

らなる努力をお願いいたします。

　３番目の人件費事業についてでござい

ますが、どうか目標である人員７００名

達成に向け取り組まれるよう、よろしく

お願いいたします。

　次に、４番目ですけれど、車両管理事

業についてでございますが、徹底した車

両管理を行えば、少ない台数の公用車で

対応できると思います。また、近くであ

れば原付や自転車を使用することによっ

て、ＣＯ２削減にもつながると思います

ので、なお一層車両管理に取り組んでい

ただきますよう、よろしくお願いいたし

ます。

　次に、５番目ですけども、市立集会所

管理事業についてでございますが、先ほ

どもお話しいただきましたけども、今後

の集会所のあり方については、地域に密

着したコミュニティ活動の拠点としてと

らえるならば、地域に住む人々が温かい

ふれあいを通じて話し合ったり、また趣

味や特技を生かした催し物やサークル活

動などを行ったり、それぞれの地域の特

色を生かし、多くの人々が気軽に利用し

ていただくためにも、コミュニティセン

ターをつくる方向性が本当に望ましいと

思いますので、検討していただくようよ

ろしくお願いいたします。

　次に、６番目ですけども、淀川右岸３

市１町地下鉄延伸連絡協議会負担金につ

いてでございますが、今の現状では極め

て早期実現は難しいと認識しましたが、

希望として実現できるよう強く望んでお

りますので、よろしくお願いいたします。

　次に、７番目ですけども、せっつ女性

プラン推進事業についてでございますが、

この男女共同参画条例制定につきまして

は、摂津市としても大変必要と思います

ので、なお一層の努力をしていただき、

早期制定を強く要望いたします。

○山本善信委員長　ほかにご質疑がある

方はどうぞ。三宅委員。

○三宅委員　この１６年度のそもそもの

予算案に関して私が審議に関わったわけ

ではございませんが、この立場をいただ

きましたので、質問をさせていただきま

す。

　まず、決算概要２９ページ、款２、総

務費、項１、総務管理費、目１、一般管

理費中、秘書課所管分の大阪府市長会負

担金という項目がございますが、決算額

２１５万７，０００円となっております。

他の負担金に比べ高額な感じがいたしま

すが、他の市町村との整合性についてお

伺い申し上げます。

　続きまして、決算概要３４ページです。

款２、総務費、項１、総務管理費、目２、

文書広報費、秘書課所管分で備考欄に公

共施設案内、市内地図改訂版の発行とご

ざいます。こちら事務報告書によります

と、１万５，０００部作成されておられ

るとのことでございますが、こちらはど

のように配布をされてらっしゃるかお伺

いいたします。

　同じく、款２、総務費、項１、総務管

理費、目１、一般管理費に当たりますで

しょうか、同じく３４ページのすぐ上の

欄の収入役室所管分、一般事務事業、普

通旅費との記載がございますが、こちら

事業報告書には特段の報告は上がってお

りませんが、こちらどのような内訳でご

ざいましょうか、お伺いいたします。

　続きまして、同じく決算概要３６ペー

ジ、款２、総務費、項１、総務管理費、

目４、財産管理費、総務防災課所管分、

庁舎管理事業中、トイレ消臭器借上料１

０３万９，５００円との決算額が上がっ

ておりますが、このトイレ消臭器という
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製品はどの程度の設置状況でありましょ

うか。数量等把握であればお教え願いま

す。

　続きまして、同じく決算概要３８ペー

ジ、款２、総務費、項１、総務管理費、

目５、車両管理費、総務防災課所　管分、

車両賠償金事業、こうした賠償金として

１４５万３，５１２円の決算となってお

りますが、こちらの内訳をお教え願いま

す。

　続きまして、同じく決算概要３９ペー

ジ、款２、総務費、項１、総務管理費、

目８、公平委員会費、こちらの公平委員

会運営事業におきまして、普通旅費１，

９６０円の決算額が記載されております

が、同じように事務報告書には、特段の

報告がなされておりませんので、内容の

ご説明を願います。

　続きまして、同じく決算概要４７ペー

ジ、款２、総務費、項２、徴税費、目１、

税務総務費、市民税課所管分で一般事務

事業中、アルバイト賃金３５２万５，５

４３円の決算額が記載されておりますが、

ふだんこちらのアルバイトの方というの

を余りお見受けいたしませんが、どのよ

うな勤務実態でございましょうか。お伺

いいたします。

　続きまして、同じく決算概要４９ペー

ジ、款２、総務費、項２、徴税費、目２、

賦課徴収費、固定資産税課所管分、課税

事務事業中、手数料が１，６４２万９，

１４０円と幾分高額なように感じられま

すが、内訳をお示し願います。

　最後に、同じく決算概要１２１ページ、

款８、消防費、項１、消防費、目２、非

常備消防費、消防総務課所管分、消防団

活動管理事業中、消防団員報酬とは別に

報償金という項目がございます。決算額

が７９７万２，５７０円となっておりま

す。こちらの内容のご説明を願います。

　１回目は以上でございます。

○山本善信委員長　南野参事。

○南野市長公室参事　それではお答えし

ます。

　大阪府市長会の負担金ということでお

問いでございますけども、これは府内各

市が均等額ということで、１６９万円の

お支払いでございます。それに加えまし

て人口割としまして、本市が８万５，０

００人ということで、１人当たり５円の

掛金でございますので、４２万７，００

０円、そしてこれに加えまして近畿市長

会の特別分担金がこの中に加えられます

ので、４万円でございます。合わせまし

て総額２１５万７，０００円の負担金と

いうことでございます。

　次に、市内地図の作成ということでご

ざいますが、これの配布方法につきまし

ては、主に行政視察あるいは転入者向け

につくっておりまして、市内の主な公共

施設等々をごらんいただくためにお配り

をいたしておりますが、市民の方でご希

望ありましたら、随時提供させていただ

きます。

　ただ、財政的な見通しがございますの

で、全戸配布につきましては、現在見合

わせておるところでございます。

○山本善信委員長　寺本課長。

○寺本市民税課長　それでは、決算概要

４７ページの市民税課所管の一般事務事

業のアルバイト賃金についての部分で、

ふだんアルバイトを見かけないが、どの

ような、いつごろ雇用しているのかとい

うご質問でございますけども。市民税に

おきましては、当初課税に向けまして毎

年１月ごろから６月の納付書発送に至る

までの間、課税事務繁忙期に事務の補助

といたしまして、アルバイトを雇用いた

しております。主なアルバイトの業務内

容といたしましては、１月の給与所得者
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にかかわります給与支払い報告書の整理

や２月中旬から始まります市申告や税務

署確定申告の受付に伴います書類の整理

等に携わっていただいております。

　また、市民税の当初課税事務以外にも、

軽自動車税の申告書の整理や法人市民税

の課税に関する事務の補助としましてア

ルバイトの雇用を行っているところでご

ざいます。

　平成１６年度につきましては、雇用人

数は９名でございまして、予算額３６９

万２，０００円に対しまして、３５２万

５，５４３円を執行いたしたところでご

ざいます。

○山本善信委員長　杉本課長。

○杉本総務防災課長　まず、トイレの消

臭器の借り上げでございますけども、こ

れは本館、新館、身障者用トイレとか、

西別館もそうですけども、各男子トイレ

であれば、便器に１個ついておる分でご

ざいます。サニタイザーといわれるもの、

エアフレッシュナーといいまして空気の

方で消臭するものがついておりまして、

合計で６０か所につけております。

　次に、車両賠償金事業の方で１４５万

３，５１２円の決算をさせていただいて

おりますけれども、この内訳でございま

すけども、これにつきましては、対物対

人事故、市の公用車が他の方に対して起

こしました事故に対する賠償金でござい

ます。昨年度について、この決算で払わ

れておりますのは、対象３件ございます。

環境業務課分が２件、それから教育総務

課分が１件ということでございます。う

ち２件は対物で車両修理ということでご

ざいます。１件につきましては、申しわ

けないことに対人の賠償もございました。

金額的には対人の分につきましては、こ

のうち４１万７，２９６円を支出してお

ります。

　なお、これにつきましては、対人につ

きましては、北大阪農業協同組合の保険、

対物につきましては、市有物件共済の保

険によって充当されております。

○山本善信委員長　宮部課長。

○宮部固定資産税課長　それでは、固定

資産税課所管の賦課徴収費、役務費、手

数料１，６４２万９，１４０円について

の内訳をご説明させていただきます。

　内訳といたしまして、時点修正業務、

１２２万４，７２０円、標準宅地鑑定業

務６３８万４，４２０円、路線価付設業

務８８２万円、合計１，６４２万９，１

４０円となっております。この金額がい

ささか大きいというようなことでござい

ますけれども、固定資産の評価額は３年

ごとに見直しすることとされておりまし

て、前回評価替えは平成１５年でござい

ましたので、今回は平成１８年となりま

す。１８年評価替え事務は平成１６年度、

１７年度の２年度にわたって行うことに

なっておりまして、平成１６年度は土地

の評価替え事務といたしまして、標準宅

地鑑定業務６３８万４，４２０円、路線

価付設業務８８２万円が増加したことに

よりまして、平成１５年度より１，５２

０万２，４００円増となったものでござ

います。

○山本善信委員長　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　消防団活動管理事

業の中、報償金の内訳についてでござい

ますが、これには非常勤消防団員の退職

に伴います退職報償金でございます。２

０名に支給いたしましたものは主なもの

でございます。

○山本善信委員長　高山次長。

○高山公平委員会事務局次長　それでは、

決算概要の３９ページ、公平委員会運営

事業の普通旅費１，９６０円についてで

ございますが、これは大阪府公平委員会
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連合会事務研究会に事務局職員１名が出

席しました旅費でございます。

○山本善信委員長　阿久根室長。

○阿久根会計室長　決算概要３４ページ

の収入役室に係ります一般事務事業の普

通旅費についてお答えさせていただきま

す。予算現額は２０万、執行については

１５万６，３４０円執行しています。そ

の内訳につきましては、まず私どもにつ

きましては、平成１６年度までに全国収

入役会と北摂収入役会等に加入しており

ます。それらにつきましての全国都市収

入役会総会ということで東京で開催され

ておりますが、それに１名、収入役が日

帰りで出張しております。その金額は３

万４，５８０円、それと大阪都市収入役

会北摂支部研修会ということで、横須賀

市及び横浜市を１泊２日で研修に参画し

ております。その金額は９万７，５２０

円、それとあわせまして、我々職員が管

内の大阪府下の出張旅費としまして研修

会なり、打ち合わせ等々に出席したのに

係る旅費といたしまして、２万４，２４

０円執行しております。合わせまして、

１５万６，３４０円執行しております。

○山本善信委員長　三宅委員。

○三宅委員　ご答弁ありがとうございま

した。

　消防団の報償金に関しましては、当初

消防長からご説明があった分と同じ性質

のものであるかと今、認識いたしました。

　大阪府市長会の負担金に関しまして、

こちらの方３点の組み合わせがあるとの

ことで、それでも幾分高額かとも思いま

すが、制度上、いたし方ないのかなとも

思いますが、ぜひ総会等でこの金額につ

いてのご意見も述べていただきますよう

お願いを申し上げます。

　続きまして、市内地図の配布に関しま

しては、１万５，０００部の製作という

ことでございますから、全戸配布は確か

に無理があろうかと存じます。ただ、間

もなく市制施行４０周年を迎えることで

ございますので、新しく来られた方以外

にも、この市制施行４０周年をＰＲし、

新しい摂津市像をさらに市内の皆様に知っ

ていただくためにも何らかの方法がとら

れることを望みますが、ただ現在、市役

所に入られてすぐの受付で、この市内地

図の配布は行っておりませんと注意書が

あったような気もいたしますので、どう

いう手続を経て、この地図はいただける

のか。この場でお示しいただきたく存じ

ます。

　続きまして、旅費について収入役及び

公平委員会の件でお伺い申し上げました

が、この２点に関しましては、内容のお

示しをいただきましてありがとうござい

ました。

　また、市民税課のアルバイト、こちら

に関しましても、ただいまご説明をいた

だきまして、９名の方が職務につかれた

とのことでございます。この人数が多い

か少ないかというのは、この場で論じる

ことではございませんので、今後とも鋭

意職務に努力していただきますよう、お

願い申し上げます。

　続きまして、固定資産税の手数料に関

してでございますが、不動産の鑑定でご

ざいますが、鑑定に関しては恐らく専門

の方が入られてのご職務かと存じますが、

例年どおりといいますか、評価替えのと

きごとに、鑑定士さんへお支払いする金

額の見直し、適切化というのを検討され

ておられるかという１点を、ここでもう

一度お伺いいたします。

　続きまして、総務防災課よりトイレ消

臭器の点についてご答弁いただきました。

こちらの消臭器に関して余り存在という

ものが認知されておられないような感じ
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もいたしますが、実際に効果が上がって

いるのかなと若干疑問にも思います。こ

の消臭器が付いておるというＰＲも必要

なんではないかなと印象を受けますので、

１点お伺い申し上げます。

　同じく、賠償金に関しまして３件の内

容でございました。本会議等でも当然に

ご指摘のあった点でございますので、こ

の場でこの件に関してご意見を述べるの

は控えさせていただきます。今後とも運

転等に関してはご注意をいただきたいと

お願い申し上げます。

○山本善信委員長　宮部課長。

○宮部固定資産税課長　標準宅地の鑑定

業務は土地の評価額が地価公示のおおむ

ね７割を目途とすることとされましたこ

とから、平成９年度の評価替えより地価

公示を担当する不動産鑑定士により標準

宅地の鑑定をすることとされました。導

入時は大阪府不動産鑑定士協会に属する

鑑定士と大阪府下一律に大阪府不動産鑑

定士協会と契約いたしましたが、独占禁

止法に抵触するおそれがあるとのことか

ら、平成１５年度評価替えより不動産鑑

定士の選定と鑑定料につきましては、市

町村が独自に交渉することとなりました。

　平成１６年度に行いました平成１８年

度評価替えに活用いたします標準宅地の

鑑定料は消費税抜きで１ポイント当たり

５万４，０００円となっております。こ

のような公的評価にかかります価格の引

き下げは難しいものでございますが、平

成９年度には６万円でございましたので、

交渉により約１割の引き下げを願ったと

ころでございます。単価的にも府下３３

市のうち下から２番目の金額となってお

りまして、経費の節減に努力いたしてお

るところでございます。

　今後も交渉によってできるだけ経費節

減できるよう努力してまいりたいと考え

ております。

○山本善信委員長　杉本課長。

○杉本総務防災課長　トイレの消臭器の

件でございますけども、通常今、自動水

洗化をしておりまして、使用後１回だけ

流れる設定にしております、男子トイレ

の場合ですけども。通常、ホテル等であ

れば立った段階で１回、終わった段階で

１回流れるようにして、消臭をしておら

れるようです。そういうことになります

と非常に水の量とか、むだもあるかと思

います。アメニティ部分では非常に効果

があると思うんですけども、そういった

ことから考えますと、こういったものを

つけまして、水を流す量を減らしている。

またサニタイザーですので、その流す水

の成分によりまして、尿石が着くのを防

いでいるという効果もございます。確か

にＰＲがないということですけども、や

はりこういうものは何もなく、トイレと

いうのは何もなく気持ちよく使えればそ

れでいいのかなという気もいたしますの

で、ＰＲ等まではいきませんけども、そ

ういった効果を勘案した上で設置してい

るということでご理解をいただきたいと

考えております。

○山本善信委員長　南野参事。

○南野市長公室参事　市内地図でござい

ますが、転入された方につきましては、

市民課で転入を手続をされる際に、転入

者向けで市民課の窓口でお渡しを願って

おります。そしてそれ以外の希望者につ

きましては、受付で確認をした後で、そ

して広報担当の窓口でその理由を確認し

ながら必要に応じた枚数をお配りしてお

ります。

○山本善信委員長　三宅委員。

○三宅委員　ありがとうございました。

　不動産鑑定の手数料に関しては、随分

と努力をいただいているんだなと、今改
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めて認識いたしました。今後ともこの姿

勢を保たれますように、お願いを申し上

げます。

　トイレの消臭器に関しましては、理解

しました。

　市内地図に関しましては、ただいま市

民課の方でお配りいただいているとのこ

とでございました。先ほども申し上げま

したが、市制施行４０周年ということで

ございますので、新しい配布方法等のご

検討もいただきたいとお願いを申し上げ

ます。

○山本善信委員長　暫時休憩いたします。

（午前１１時４３分　休憩）

（午後　１時　　　　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　午前中の三宅委員の質疑の中で、市内

地図の配布方法についての質問がありま

したが、理事者の方から補足答弁をお願

いしたいと思います。

　南野参事。

○南野市長公室参事　それでは、市内地

図につきまして補足説明をさせていただ

きます。

　市内地図につきましては、必要な方に

は広報担当でお話をお聞きする中で、必

要に応じて配布いたしておりますと述べ

ましたが、受付におきまして摂津市内地

図は置いておりませんということで横札

を置いております。これは地図をもらい

にくる方が営利を目的としました運送業

者や不動産業者の方が多くありまして、

大量に要求されるケースがあります。そ

れで、受付とのトラブルが多くありまし

たので、このようなトラブルを避けるた

めに設置いたしたものでございます。

　しかし、市民の方で必要とされる方に

つきましては、広報担当でお聞きをしま

してご提供いたしております。今後にお

きましては、受付での表示内容の検討を

行ってまいりたいと考えます。

○山本善信委員長　ほかにご質疑がある

方。野口委員。

○野口委員　平成１６年度は本市として

も、第３次行革の初年度でありました。

第１次、第２次と続けて行財政改革が進

められてきましたけども、その都度本会

議場で当初予算や決算時点の反対討論で、

いろいろ指摘もし、述べてきましたけど

も、改めて平成１６年度の第３次行革初

年度ということと、今日三位一体改革の

最初の年度でもありましたし、いろんな

意味で、国や府とのかかわりでも、地方

自治体でみればいろんなことが発生した

出発の年度でもありますので、そういう

ことも意識しながら幾つか質問をしたい

と思います。

　最初に、市税の関係ですけども、特に

市民税の問題です。当初予算に比べて３

億３，４３０万円決算はふえているわけ

ですけども、その多くが７０％が法人市

民税がほとんどを占めているわけですけ

ども、その辺の先ほど収益増という説明

がちょっと触れられましたけども、平成

１６年度のこの辺でふえた要因といいま

すか、もう少し詳しくご説明いただきた

いのと、それと長引く不況はまだ続いて

いるわけで、平成１６年における給与所

得者の納税者の数だとか含めて、数字上、

税収の中でどういうように見たらいいの

かということをまずご説明いただきたい

と思います。

　それと、個人市民税の均等割の問題で

す。これも国の税制改正によって均等割

２，５００円から３，０００円に５００

円統一的に引き上げられました。当初予

算の審議のときには３万２，０００人が

納税者数ということで約１，６００万円

の増収だというお答えがあったんですけ

ども、決算どうなのかということもこの
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際聞いておきたいと思います。

　２つ目に、決算書のページ５３ページ

にあります市町村振興補助金の内訳です。

いつも毎回お尋ねするわけでありますけ

ども、２，８００万円であります。いろ

いろ昔に比べれば行革に取り組んでいる

という対象にいろいろ府から補助金がも

らえるということに変わりつつあります

けども、平成１６年度の２，８００万円

の内訳について、お尋ねしておきたいと

思います。

　３つ目に、財政難だとか、いろんな理

由で本市も大変土木予算だとか、建設事

業費も減ってきているわけでありますけ

ども、全国的にはいろいろな形で入札制

度の改善だとか、いろんなそういう取り

組みが行われてきていますが、今、長引

く不況のもとで中小零細業者、いわゆる

公的な仕事をする場合に、指名に入って

いない小さな業者がいろいろ公的な修繕

も含めた仕事を地元育成ということで対

象範囲に入れて進めていくというのが、

今全国に徐々に広がってきています。

　全国商工会団体の連合会の調査では、

６月２０日時点で４３県３１８自治体に

広がっています。いわゆる小規模工事登

録制度ということでありますが、これは

地方自治法２３条に基づく随意契約の創

造的な運用を図ることを目的として、自

治体が独自に取り組んできた制度であり

ます。以前からこの問題申し上げてきて

いるわけでありますが、大阪府下でも今、

４自治体、池田、交野、枚方、和泉市、

４市が既に実施をしておりますし、この

間、摂津市民主商工会との協議の中でも

担当課長からは検討したいというお話も

いただいているわけですが、いわゆる中

小零細業者から見れば、一般的には５０

万円以下の修繕の費用ですけども、そう

いうところにも今の不況の中で仕事をい

ただけないかという希望もたくさんあり

まして、自治体としても地元育成と不況

対策という位置づけもありますので、早

目に実施に向けて検討をお願いしたいと

いうことでありますけども、ひとつ現時

点のお考えをお聞かせいただきたいと思

います。

　次に、公共施設の安全問題で、これは

年度変わって今年度、全国的に大きな問

題に発展したアスベスト問題です。本市

としてもいろんな庁内で各担当ごとに仕

分けをされて、いろいろ分担をして取り

組んでおられるわけですけども、総務防

災課が基本的には全体を統一していると

いうことで対応されると思いますので、

あわせてご質問申し上げたいと思います。

　ある研究者の発表では、今後４年間に

１０万人のアスベストが原因として死亡

者が生まれるのではないかという推測も

出ています。今後、建物解体という問題

が、大きくクローズアップされています

けども、この古い建物解体時期としてピー

クは２０２０年から４０年ということが

言われているわけです。こういうことを

見た場合に、これまでのこのアスベスト

問題に対する規格の経過についてもきち

んと調査もするのは当然でありますけど

も、長期的な対応が必要になってくる問

題でもありますが、庁内的にも８月８日

に庁内連絡会議が開催されて今日まで取

り組んできておりますけども、まず今の

取り組み状況と今後の当面の取り組み問

題意識についてお答えをいただければと

思います。

　次に、個人情報の適正管理の問題です。

近隣各市でも、漏えいの問題とか不正利

用だとか、外部からいろんな不測の事態

が発生した場合に、それに担当者ですぐ

対応できるように、そういう対応できる

根拠を条例上、きちんとするべきだとい
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う流れが今、広がっています。本市も一

定改正する方向で動いているというお話

を先ほどされていましたけども、高槻市

でも、２年前に高槻の個人情報保護運営

審議会の答申を受けて、

条例改正を行っているわけです。

　本市の場合は、第１０条で個人情報の

適正管理というところで、必要な措置を

講じなければならないという言葉が入っ

ておりますけども、解釈上、幅のある中

身でありますし、オンラインで不測の事

態が発生した場合に、切断も含めた必要

な対策が必要だと。このことができる根

拠を条例改正によってきちんとすべきだ

ということでありますけども、どうお考

えなのか、ひとつお聞かせをいただきた

いと思います。

　先ほど論議された男女共同参画条例の

制定の問題でありますが、高槻市の資料

がちょうどきたんですけども、基本条例

案が提案されて、今審議が行われている

わけです。自治体として男女平等に役立

つ基本条例を制定することが大きな意義

がありますし、先ほどご答弁があったよ

うに慎重に検討していきたいと。この前

と同じ答弁なんですね。ぜひ早目にこの

条例の制定を進めていただきたいと思う

わけですけども、事務報告書で先ほどお

話があった、こういう推進本部の３回、

懇話会も３回行われてきたということで、

引き続き慎重に検討していきたいという

お話でありましたけども、どのぐらいを

めどにして、どういう手順で進めていこ

うとされるのか、あわせてお尋ねしてお

きたいと思います。

　次に、国との関係なんですね。先ほど

冒頭に三位一体の改革の初年度というこ

とで、出発された平成１６年度でありま

した。税制改正によっては均等割の問題

をお話しましたけども、いわゆる国から

の地方に対する財政投入を減らしていく

と。最大の目的でありますし、政府の骨

太方針に従って公的な部分の民間へとい

うことで、官から民の動きを加速させて

いくと。そのために３つの中身を含んで

いるわけです。本市としても国庫補助金

の廃止縮減や地方交付税の見直しによる

臨時財政対策債の削減だとか、税源移譲

の問題、いろいろありましたけども、平

成１６年度三位一体改革の影響、これは

決算としてどういうふうに出てきたのか

ということが１つと。第３次小泉内閣が

発足して、そういう方向に向けての強力

な布陣が敷かれたと私は思っているんで

すけども、今焦点になっている生活保護

だとか、児童扶養手当だとか、先生方の

月給、こういうペンディングの問題につ

いて、いろいろ地方団体も抵抗を示しな

がら頑張っておられる状況がニュースで

見られるわけですけども。生活保護が例

えば４分の３から２分の１になった場合

にも大変な影響を摂津市は受けますし、

児童扶養手当もそうであります。そうい

う点で、今の動きについて、僕らも知ら

ないところがあるかと思いますので、１

回その状況も示していただいて、本市と

しての取り組み姿勢について、まずお示

しをいただきたいと思います。

　それと第３次行革と財政見通しの問題

です。財政問題をまず申し上げますと、

府下的な位置ですけども、いつも言われ

るのが経常収支比率ですね。これが大阪

府下で高石市が１０６．０ですから、１

位に次いで２番目に高いと。しかし歳入

面で言いますと、地方税の１市民当たり

は府下一番ですね。

　その中で、法人市民税は府下一番で、

個人市民税では３２市中大体真ん中の１

６番目ということであります。使い道を

見ますと民生費の構成率が２８．９％な
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んですね。平成１６年度１年間のその自

治体の予算の中で、民生費の構成比率を

見ますと、３割を超えている自治体が２

３市あるんですね。だからいろいろ各市

とも財政的にしんどいと思いますけども、

暮らしにかかわる予算の中心的な民生に

ついて、いろいろ苦労されて予算組みさ

れているという感じがするわけでありま

すけども、本市も財政困難な中で、２８．

９％構成を示しているのですが、これが

３２市中下から６番目なんですね。こう

いうことを前提として、この前、決算の

「摂津市の財政」いただきましたけれど

も、これからの問題で、数字も一応平成

２１年度まで見通しが出ているわけであ

りますけども、財政側として、いろいろ

これから大きな事業もやろうとしており

ますけれども、そのやろうとしている事

業について、数年間は退職金がたくさん

支出されるということもあって、それ以

降、２２から２３年以降に、その大きな

開発をした場合に、そのための財政支出

はその辺からするように、直近の財政支

出を抑えるスタンスで、いろんなことを

計画するということでありますけども、

この今回の決算を受けての２１年までの

財源不足、これのまず根拠について。

　それと、今申し上げた、この２２年以

降、そういった開発によって生じてくれ

ば、長期にわたる若干市債残高は減るか

もしれませんけども、借金体質は後年度

に続くだろうと思います。そういう点で

どう考えたらいいのか。一度お聞かせい

ただきたいと思います。

　それと、第３次行革の問題であります。

これまでも市民生活関連施策をどんどん

削ると。１６年度は幼稚園を１つ減らさ

れると。保育所も１つ民営化されるとい

うことで、公的な仕事のアウトソーシン

グ、外部投げ出しということも始まった

年でもあります。

　特に、平成１６年度の行革関係でいい

ますと、遺児年金が廃止をされると。４

つの障害者福祉金給付が約２，５００か

ら２，６００万円ありますけども、これ

が廃止をされると。敬老祝金についても、

７７歳、８８歳、９９歳、１００歳以上

の支給に変わりまして、約６割近く、敬

老祝金の全体の金額から減らされるとい

うことなどが行われました。

　市民負担の問題でも、平成１６年度は

下水道の１２．５％値上げによって、年

間９，０００万の負担増と、いろいろと

住民票だとか、いろんな各種手数料も一

斉値上げをされました。約２億円の負担

増という市民負担も課されたわけであり

ますけども、これから第３次行革のアク

ションプラン１期目の１８年に向けて今、

動いている状況でありますけども、これ

までも日経新聞の調査でいろいろ、共通

して自治体間で行政サービスのランキン

グを示すものとして、その数字に基づい

て明らかにしてきましたけども、この財

政難の中でいろいろ行革の中で市民に辛

抱いただくということでどんどん削って

いくと。市長が新しく変わりました。そ

の中で辛抱していただくという中で、さっ

き言った方向性がさらに加速されていく

だろうというふうに思っているわけであ

りますけども、最近の日経新聞の調査で

は、前回は３３市中、２つの自治体がお

答えなかったんですけども、府下最低の

住民サービス番付でありました。今回は、

２７位、全部の大阪府下３３市ともお答

えをされて、その結果２７番目というこ

とに、若干ランクは上がっているわけで

ありますけども、いろいろ人口の推移だ

とか、いろいろ考えた場合に、この摂津

の市民の方々がこの摂津で生まれ育って、

事情があって外に出ても、仕事の条件だ
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とか、帰る条件ができた場合、摂津に帰っ

てきて、子どもを産み育てるという魅力

あるまちにするためには、やっぱり過ご

しやすいという点で何が必要かと考えな

がら、その方向について住民と一緒に考

えていくというのが大事だと思いますけ

ども。この第３次行革の第１期目の問題

について、どのように動いているのか、

初めにお尋ねしておきたいと思います。

○山本善信委員長　堤課長。

○堤財政課長　まず、市町村振興補助金

の内容からご説明申し上げます。市町村

振興補助金につきましては、大阪府にお

きまして、市町村の自立的な行政運営を

支援するという見地から府内市町村の特

性を踏まえた上で、地方分権の推進、行

財政改革、広域行政への取り組み、ある

いは緊急的な取り組みを促進するために、

大阪府が実施する補助でございます。１

６年度２，８００万円の決算につきまし

ては、行革関連で２，０５０万円、緊急

関連で７５０万円の補助内容となってお

ります。

　行革関連の補助内容につきましては、

幼稚園の施設整備、それから学校環境の

改善事業としまして小・中学校のトイレ

改修事業、それから給食調理場の改修事

業に充てております。それと緊急につき

ましては、小学校の安全対策事業といた

しまして、小学校１２校に受付室を設け

て対策をさせていただいた分につきまし

て、緊急として７５０万円の補助をいた

だいております。

　それから、三位一体改革の１６年度決

算の影響でございます。三位一体の改革、

国の国庫補助負担金、地方交付税、税源

移譲というメニューがございます。１６

年度全国では、１兆３００億の国庫補助

負担金が廃止・縮減され、それの約６割

の６，５５８億円が措置をされておりま

す。基幹税の税源移譲というのは後回し

となっておるところでございますが、ま

た交付税の改革では交付税総額が前年度

に比べますと、１兆１，８００億円も削

減されまして、加えまして臨時財政対策

債につきましても、１兆６，８００億円、

２８．６％の削減となっております。

　本市への影響でございますが、過日、

総務常任委員協議会でもご報告申し上げ

ましたとおり、国庫補助負担金の廃止・

縮減額のうち、一般財源化分につきまし

ては、これは予算ベースでございますが、

１億７，８２４万５，０００円でござい

ます。あと財源措置がなかった分、いわ

ゆるスリム化という分でございますが、

この分は実質的な影響額で２，９２１万

５，０００円となっております。

　内容としましては、消防の施設整備費

補助金ですとか、小・中学校の大規模改

造工事費補助金、こういったものがこれ

まで補助であったものが、補助を受けら

れなくなったというようなことの影響額

の総計でございます。

　それから、交付税につきましては、普

通交付税が不交付となりまして、２億８，

６００万９，０００円の減、特別交付税

も総額が減らされておる関係と、その他

合併等に特別交付税が持っていかれると

いうことがございまして、３，９１１万

９，０００円の減、合計で交付税は３億

２，５３１万８，０００円の減となって

おります。

　それから、臨時財政対策債でございま

すが、臨時財政対策債では、４億７，１

５０万、２７％の減となりました。

　税源移譲額と差引きいたしますと、摂

津市１６年度決算で申し上げますと、８

億６，１８９万９，０００円の影響額と

なったというふうに考えております。

　それから、三位一体改革に対する最近
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の動きということでございますが、特に

今問題となっておりますのが、生活保護

費の負担率の引き下げということで、こ

れが現在の国４分の３、市町村４分の１

が改正されますと、大変な負担増という

ことが生じてまいります。

　そこで、私どもも特に大阪府の市町村

課が中心となりまして、いろいろな働き

かけをさせていただいております。その

中で１１月４日に国庫補助負担金等の改

革に係る緊急アピールということで、大

阪府の地方分権推進連絡会におきまして、

生活保護費負担等の地方への負担転嫁に

断固反対ということで緊急アピールをし

ております。

　こちらの方の意見としましては、地方

六団体が今まで国の要請を受けまして、

改革案を取りまとめております。この地

方の改革案に沿って国庫補助負担金の改

革を進めていただくよう強く求めたもの

でございます。

　きのう、地方六団体の全国決起大会と

いうのが行われているというふうに聞い

ております。

　それから、今後の財政見通しというこ

とでございますが、１６年度の決算とい

う見地に立ちまして、１７年度の財政見

通しと１６年度に試算いたしました試算

値を比べてみすと、１６年度決算後の数

値の方が６億２，４００万円改善をいた

しております。改善をいたしました要因

といたしましては、先ほど委員のご質問

にもありましたように、法人市民税を中

心としました税の増が約３億円強ござい

ました。そういった影響と、それから今

まで進めております行財政改革によりま

す決算不用額等によりまして、改善をし

たものと思っております。今回、財源見

込みとして配布させていただきました資

料では、三位一体の改革に伴う税源移譲

等を盛り込みまして、試算をさせていた

だいております。ただ、歳入につきまし

ては非常に不確定要素が大きく、あくま

でも予想ということでございますが、た

だ、国の置かれております状況等考えま

すと、長期的な歳入の減少傾向というの

は、これはいかんともしがたいものと思っ

ております。

　ただ、今回の財源不足試算では、以前

の１９年度以降に赤字というような見込

みから大幅に改善しております。その理

由としましては、資本費平準化債という

ものを下水道会計で発行していただいて

おります。その分を一般会計からの繰出

金を抑制をさせていただいたということ

で、当初１６年度に作成いたしました見

込みでは、１６、１７、１８年の３か年

でございましたが、今回の見込みにおき

ましては、１８、１９、２０年の３か年

発行を延長しました。その関係で、改善

をした部分が大きいございます。

　決算を受けての財源不足の試算につき

ましては、市税の計算値等も上がってお

りますので、そういった面もありまして、

若干改善をしている部分もございます。

　２２年以降のことでございますが、現

段階では歳入の見込みというのが、非常

に歳入というのは、先ほど申し上げまし

たように、非常に不確定要素が高いもの

でございます。現時点ではちょっと２２

年度以降、どういった動きになるかとい

うのが今のところ見えてまいっておりま

せん。そういうことで、今回２１年度ま

でということで前回１９年度まででござ

いましたが、２年間見込みを延ばさせて

いただきましたので、その辺よろしくお

願いいたします。

○山本善信委員長　杉本課長。

○杉本総務防災課長　アスベストの件で

ございますけども、本来アスベスト、こ
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としになってから、こういう問題が大き

く報じられましたので、決算の委員会で

どうかとも思いますが、本市の危機管理

体制の一環ということで、私どもの取り

組みについてご紹介をさせていただき、

また考え方を述べさせていただきたいと

思います。

　アスベストにつきましては、７月に国

の方でも対策会議等行われました。それ

を受けまして、本市といたしましても、

８月にアスベスト対策の庁内連絡会議と

いうものを立ち上げまして、この中で、

アスベストの情報の共有化でありますと

か、対策を市民からの問い合わせに対し

てスムーズに、かつ責任を振り合わない

ように、取り扱えるようにということを

確認いたしまして、その事務局といたし

て防災の関係がございますので、総務防

災課が受けたということでございます。

　第１回の実務者レベルでございますけ

ども、大きく分けまして公共の建物、ま

た民間の建物、それから健康被害、空気

中の浮遊のアスベストの量、こういった

ものがあるかと思います。

　その関係課でございますけども、健康

推進課で健康関係、建築住宅課では公共

施設のアスベスト使用の実態調査、建築

指導課におきまして、民間建物について

の調査、環境対策課におきましては、空

気環境の測定といったようなことを確認

をして、各課長と連絡を密にして取り扱っ

ております。９月１５日の広報にも、そ

ういう体制でやりますということを載せ

させていただきました。

　また、公共建築物につきましては、現

在調査を、サンプリングをいたしまして、

２３か所についてサンプリング調査をい

たしております。ただ、相当アスベスト

については調査が集中しておりまして、

おおむね２か月以上はかかるであろうと

いうことで、もう間もなく結果をご報告

できるかと思っております。ただ、それ

までほっておくということもどうかと思

いますので、小学校とか教育施設、若年

層のおられるところは特に中心にしまし

て、空気環境測定を行っております。幸

いなことに幼稚園、小学校等での測定結

果についてはほとんど検出をされており

ません。一部公共施設でも０．３程度の

検出をされたところもありますけども、

ＷＨＯの基準からいいましたら、この程

度では問題のない数値というふうになっ

ております。

　あと具体的な除去等につきましては、

この結果を待ちたいと考えております。

あと１つつけ加えましたら、こういう、

広報９月１５日号に出しましたときに、

市民からの反応でございますけども、健

康についての相談が３件、検診受診機関、

医療機関等の照会等について３件、自宅

のアスベストの使用の有無について２件

ございました。あと、近隣の解体工事に

おけるアスベストの飛散についての問い

合わせとかもございました。

　私が受けました中で、一番印象深いの

は、現実に中皮腫の患者さんの方がおら

れまして、どういうふうなところで、ど

ういう相談をしてよいかというご相談も

ございましたので、労災の関係もござい

ますので、基準局等、ご紹介させていた

だいて、今後動きがありましたら、また

その方についてはご連絡をさせていただ

けるようにはしております。当面、アス

ベストに関しての現行の対策は以上のと

おりでございます。

○山本善信委員長　寺本課長。

○寺本市民税課長　市民税に係ります３

点のご質問でございますけども、まず１

点目でございますが、市民税で１６年度

ふえた要因はというご質問でございます
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が、平成１６年度の市税、当初予算でご

ざいますが、市税を取り巻く厳しい社会

情勢のもと、前年度より７億円、率にし

まして４％減の総額１６８億円を計上さ

せていただいたところでございます。厳

しい市税環境のもとで、補正の部分にお

きまして、法人市民税において全体的な

景気回復と主要企業三社の好決算を受け

まして、２億５，０００万円を市税収入

の決算見込みが増額となったことにより

まして、財政的な見地から２億３，２６

０万円の合計４億８，２６０万円の増額

をさせていただきまして、歳入予算額に

つきましては、１７２億８，２６０万円

となったところでございます。

　決算額につきましては、個人市民税で

は恒久的減税が平成１１年度から引き続

き実施されていることや、所得者の８割

を占めます給与所得者の個人所得の減少

が続いていることなどが影響いたしまし

て、現年課税分で対前年度比４．８％、

税額にしまして１億６，５０７万７，０

００円減の３２億４，０９１万７，００

０円となりました。

　一方、法人市民税では、全体的な景気

回復と主要企業三社の好決算を受けまし

て、現年課税分におきましては、対前年

度比プラス１９．９％、３億５，４４７

万５，０００円増の２１億３，２６０万

１，０００円となりました。

　市税全体の決算額につきましては、対

前年度比マイナス０．３％、５，５２１

万６，０００円減の１７２億８，５４７

万円となったところでございます。

　２点目のご質問でございますが、給与

所得者の納税義務者についてでございま

すけども、個人市民税の納税義務者につ

きましては、平成１６年度の段階におき

まして、均等割のみ課税者が２，３１８

人、所得割のみの課税者が４，８６８人、

均等割と所得割の納税者につきましては、

３万１，０４０人、合計いたしますと３

万８，２２６人となっております。

　個人市民税の納税義務者につきまして

は、税額を自分で納付いただく普通徴収

の納税義務者と勤務しておられる会社か

ら給与天引きによりまして納入していた

だく特別徴収の納税義務者がございまし

て、普通徴収、特別徴収を合わせた人数

で見ますと、年々若干減少する傾向が見

受けられるわけでございますけども、平

成１２年度当時と平成１６年度の納税義

務者を比較いたしますと、普通徴収の納

税義務者につきましては、１万５，４０

４人が１６年度では１万６，０００人と

５９６人増加している反面、特別徴収の

納税義務者につきましては、１２年当時

が２万４，７００人、１６年度では２万

２，２２６人と２，４７４人減少いたし

ております。特別徴収の納税義務者の減

少につきましては、高齢化社会や企業の

リストラ等が影響しているものと思われ

るわけでございますけども、今後はさら

に団塊の世代の退職などによりまして、

特別徴収の納税義務者の減少があるので

はないかと思われ、税収への影響が懸念

されるところでございます。

　３点目の均等割についてのご質問でご

ざいますけども、均等割の見直しにつき

ましては、平成１６年度税制改正により

まして、人口段階別の税率区分が廃止に

なりまして、税率を一律３，０００円に

統一されることになりました。

　本市におきましては、改正前２，５０

０円で５００円の増となったわけでござ

いますけども、平成１６年度決算におき

ましては、均等割のみを納めるもの２，

３１８人、均等割と所得割を納めるもの

３万１，０４０人の合計３万３，３５８

人が５００円の増となりまして、税額に
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いたしますと１，６６７万９，０００円

の増収となりました。

○山本善信委員長　東角課長。

○東角情報政策課長　個人情報の適正管

理につきまして、個人情報保護の観点か

ら情報政策課に係る部分についてお答え

申し上げます。

　まず、庁内のネットワークの現状でご

ざいますが、住基でありますとか、税、

国保、介護などの基幹業務のオンライン

システム、いわゆる業務系のシステムに

つきましては、外部とは遮断しておる状

況にございます。また、財務会計などの

情報系システムにおきましては、インター

ネット回線を利用するということがござ

いまして、外部にプロキシサーバー、い

わゆる代替を、かわりのサーバーを置か

していただいて、また内部におきまして

はファイヤーウォールを設置することに

よりまして、データの不正なものの監視

をしております。この方法によりまして、

外部からの直接的な不正侵入を防止して

おる状況にございます。

　しかしながら、ＩＴ化の著しい進展に

よりまして、野口委員からご指摘がござ

いますとおり、大量の情報を送信できる

という利便性がある一方で、回線を通じ

て大量の情報を共有するということが発

生いたしますことから、不正アクセスや

個人情報の漏えいなどにより、市におき

ましては甚大な被害が生じかねないとい

う危険性もございます。

　また、実施機関以外のものと結合して

いくということがございますので、相手

方において必ずしも市と全く同様の個人

情報の保護措置が講じられているという

状況にはないという、そういう危険性も

含んでおります。

　したがいまして、事務に必要な範囲で

かつ結合の相手先において、個人情報に

つきましては必要な保護措置が講じられ

ているときに限り、個人情報の実施機関

以外への提供を認めるというような条例

の条文をただいま検討しておるところで

ございます

○山本善信委員長　有山課長。

○有山政策推進課長　それでは、行革の

３次実施計画、第１期のアクションプラ

ンについてですが、ご指摘のありました

敬老祝金、この分については以前から、

予算化されて減ったところに着目してい

ただくのではなく全体を見ていただきた

いというお話をさせていただいておりま

すが、この分につきましては、寝たきり

高齢者サービス事業のおむつの給付とい

うような、こういう事業にシフトをして、

その分増額をいたしております。

　また、少額給付金、年額１万円から２

万円程度の分でございますが、これらに

ついては地域で自立を図るというような

形で、グループホームなどの事業にシフ

トをいたしております。

　いかにしても、金額的に限られた財源

である以上、非効率な事務、あるいは改

善が必要な事務、あるいは事業の選択を

行っていくということで、財源を最大に

有効に活用して充てていくということが

必要であると思っております。

　それと、今後の行革について、アウト

ソーシングの話でございますが、日本自

治経営学会によりますと、例えば給食調

理業務やごみの収集事業で官民格差比較

で、民間委託した場合、５０から３０％

で業務遂行が可能な業務があるというこ

ともまた事実であります。

　このように明らかにコストに開きがあ

る場合、看過できない状況であるという

ことが言えると思います。なぜなら、市

民の皆様の行政サービスを受ける立場か

ら見た場合、この財源を提供するのも、
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また市民であるわけでございますから、

サービスを提供する側の我々にとって、

市民の皆さんからいただいた税金がいか

に有効に使われるかということも必要で

あるというふうに思っております。

　それと、今後の行革についてでござい

ますが、現在、３次の行革の第１期アク

ションプラン、平成１６年から１８年と

いう形にしておりましたが、平成１７年、

本年度中に国の方が５か年計画という形

での行革集中改革プランということで都

市間比較ができるというような形での行

革メニューが示されてきております。

　したがいまして、この分、第１期アク

ションプランを３年間延長して、国と同

じ２１年までの形でのリニューアルを現

在、行革推進チームで行っておるところ

でございます。

　委員からランキングが２７位になった

ということで、これはお褒めの言葉と受

け取っていいのかもわかりませんが、い

かにしても現在の本市の財政状況下では、

財政破綻を避けつつ、市民サービスの維

持向上を図るということが必要でありま

す。

　したがいまして、事業の選択と集中と

いうことで、今まで以上に市民ニーズに

合った公共サービスを選択していくこと

が必要と考えております。市民サービス

の提供に当たっては、事業の効率化とコ

スト削減に取り組む一方、地域活性化や

市民の皆さんの参加、参画ということが

必要になってくると思います。

　今、官から民ということで委員の方か

らお話がありましたが、私どもといたし

ましては、官から公ということで、公と

いうのは必ずしも行政を指すものではご

ざいませんので、市民の皆様の参加、参

画、協働ということを念頭に置いて、こ

れから行革に努めていこうというふうに

考えております。

○山本善信委員長　寺西参事。

○寺西市長公室参事　男女共同参画に関

する条例についてでございますが、今、

現在本市におきましては、女性プランを

１４年度に制定いたしまして、１８年度

が最終年度ということでございまして、

今年度、女性政策に関する市民意識調査

を実施いたしまして、その内容を踏まえ

まして、１８年度に新女性プランを策定

する予定でございます。

　そのプランにつきまして、女性政策推

進市民懇話会で審議を願う予定でござい

まして、１８年度には一応プランの制定

に取り組んでいきたいと。その後、男女

共同参画に関する条例については先ほど、

南野委員の方からのご質問にもお答えさ

せていただいておりますように、市の基

本的な施策あるいは市民、事業者の責務

を明確にして、市民、事業者と協働して

積極的に取り組んでいく共通基盤をつく

るものであるというふうに考えておると

ころでございまして、今後、幅広い市民

の方々のご意見をいただく中、市民の共

感を得られるようにというふうなことで、

慎重に検討してまいりたいというふうに

考えておるところでございます。

○山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、小規模工事

登録制度の導入についてご答弁申し上げ

ます。工事または製造の請負、物件の買

い入れ等につきましては、指名競争入札

に参加する者を指名する場合の基準や、

業者選定の必要な事項につきましては、

摂津市競争入札参加者選定規定を定めて

おります。この規定の第２条におきまし

ては、競争入札参加願を提出させるもの

とし、添付書類といたしまして、建設業

の許可、経営事項審査書類等の提出を求

めております。
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　指名競争入札以外の１３０万円未満の

工事、製造の請負の随意契約に関しまし

ても、これを準用して登録業者からの選

択を条件としております。しかし、ご指

摘の小規模工事登録制度を実施している

近隣市の池田市におきましては、入札資

格審査、指名登録制度に申請することが

できない方を対象に、予定価格が５０万

円以下の小規模な修繕工事契約を希望す

る方が登録し、受注できるという制度を

やっております。

　平成１６年度第３回定例会の一般質問

におきましても、この制度について、制

度の実施の可否も含めまして、検討して

いきたいというふうにご答弁申し上げた

ところでございます。

　平成１６年度末に１７年度、１８年度

の指名業者登録の受付を終えております

ので、実施するといたしましても平成１

８年度末の業者登録の状況と合わす方が

適切であると、まず考えております。

　それまでの間、調査研究を重ね、遺漏

のないようにしていきたいというふうに

考えております。

　本年では、８月上旬に各課庶務担当者

に対しまして、５０万円未満の工事修繕

の小規模修繕工事発注状況について、調

査をしております。

　その結果、平成１６年度の発注実績と

いたしましては、５０万円未満の小規模

の工事については総数８１０件、金額に

いたしまして８，９０３万４，９３０円

となっております。

　その内訳では、５万円まででは３４９

件、５万円から１０万円までは１９０件、

１０万円から２０万円までは１１８件と

なっており、２０万までは全体の８１％、

６５７件、金額では全体の４４％、３，

９１４万１，９２４円となっております。

　他市の例では、２０万から１２０万程

度の設定が多いというふうに聞き及んで

おります。本市の指名業者も中小零細企

業が多く、小規模な修繕を別途の登録を

した場合、問題がないのか、あるいは設

定金額を幾らにするのか等々、検討しな

ければならないと思っております。

　本市に合った制度設計ができるのかど

うか、引き続き検討してまいりたいとい

うふうに考えております。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　２回目の質問に入りますが、

最初に市税関係であります。詳しくご説

明をいただいたわけですが、個人市民税

が府下的にどうなのかということを見た

場合に、僕らもいつも使いますけども、

平均所得が低いんだということで、この

数字を１人当たりをいつも使わせていた

だくんですけども、先ほど申し上げたよ

うに、摂津市の個人市民税の１人当たり

は、府下で１６番、半分です。そういう

数字と先ほどご答弁があった、特別徴収

の数がだんだん減ってきて、今のリスト

ラの問題とか、首切りだとか、そういう

ことが幾分その中に含まれてくるという

ことで、一定、数字から、今のサラリー

マンを取り巻く状況がかいま見えるとい

うふうに思っているのですが、一方、法

人市民税で２億８，０００万ふえている

わけですね。それがいただいた法人のラ

ンクですね。１号法人から２号法人、９

号まであるわけですけども、この２億８，

０００万の中身について、１号、２号法

人等々に関係するだろうと思いますけど

も、いわゆる摂津市内の大手企業の動向

が平成１６年どうだったのかという点に

ついて、もう一度お聞かせをいただきた

いと思います。

　均等割の問題ですけども、２，５００

円から３，０００円になったということ

であります。先ほど均等割のみの人数と
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均等割と所得割のそういうのが納税者を

足した数字で１，６６７万９，０００円

の増収だということに、そういう答弁が

あったんですけども。その根拠を、均等

割のみの納税者と均等割と所得割の納税

者と足したらいいわけですかな。もしそ

うであれば別に答弁は結構です。

　市町村振興補助金はわかりました。

　それで、小規模工事登録制度の問題で

す。庁内でも担当含めて検討が始まって

いるという点は評価したいと思うんです。

これからの指名願の切れる平成１８年度

末に向け、調査研究を進めていきたいと

いうお話でありました。具体的に５０万

円未満の工事件数、工事金額もはじき出

されていますので、一定進んだ検討がさ

れているという感じを受けますので、ぜ

ひお願いしたいと。

　全国的には埼玉が自治体数７４自治体、

一応実施をされておるのですね。その次

にその近辺の栃木県だとか、群馬県など

がたくさん自治体が多いという状況にな

ります。これまたお渡ししますが、一応

こういう感じで出ておりますけども。おっ

しゃったその１３０万以下の中で、大体

１３０万以下で通しているところもたく

さんありますけども、多くは５０万以下

というところが多い状態です。ぜひ実現

に向けて、調査研究を進めていただきた

いということで吉報を待っていますので、

よろしくお願いいたします。

　アスベストの問題です。気にかけてご

答弁いただいてありがとうございました。

先ほど今後の問題で、解体時のピークが、

今２００５年ですから１５年後から２０

年間ということも申し上げましたけども、

また死亡者の推定数字も１０万人という

話も出ていますし、もともとこの問題は

ＩＬＯ１６２号条約が８６年に採択、批

准されたんですけども。日本は１９年間、

これを放置されてきました。今回、国会

で審議をされることになりまして、当然

長い間患者さんの皆さん、遺族の皆さん

が運動があって、こうしたことまで公に

なってきたということになるだろうと思

いますけども、そういう点では国の責任

だとか、企業責任が厳しく問われなけれ

ばならないと私は思っていますが、今後

の問題として具体的に取り組んでおられ

ますから、くどくどは申しませんけども、

解体時の飛散防止対策、徹底といいます

か、国民への市民への情報公開、特に自

治体では、健康相談の窓口の設置をきちっ

と統一的に行うということだとか、被害

情報の把握と公表。例えば市内の現場に

おいては解体する場合は、その内容につ

いて作業現場に掲示をするとか、そうい

う意味での情報公開、過去の被害への対

応、過去の対応の検証、実態把握の強化

と、５つの柱が今専門家では大事な問題

だと言われていますので、今、受けとめ

ていただいて、長期の取り組みになるだ

ろうと思いますけども、きちっと取り組

んでいただきたいということで、お願い

をしておきます。

　個人情報の取り組みですけども、近々、

質問した趣旨の方向で改正するというこ

とで、今検討をされているという話であ

ります。

　ご承知のとおり、住基ネットが実施さ

れた時点から、当初からきちっとしてい

る自治体もあれば、その後、その自治体

ごとの審議会の答申を経て取り組んでい

くというところもありますし、答弁され

たように不正アクセスや漏えいの危険性

が予測された場合に、きちっと対応でき

るということを明確に根拠づけた条例と

して、取り組んでいただけるように、こ

れもお願いしておきます。

　そうしましたら、三位一体とか第３次
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行革とか、財政見通し、一括していきた

いと思うんですけども、まず先ほど第３

次行革の関係で、国の動きについて今年

度から５か年計画で７年半ぶりに自治体

リストラと僕らは言っていますけども、

地方行革の趣旨に基づいて、５年間の集

中改革プランということを特徴とした方

向が出されて、それも含めて摂津として

は行革の方針について、平成２１年度の

を目途に年度も一応切りかえながら引き

続き取り組んでいきたいというお話であ

ります。

　先ほど第３次小泉内閣の布陣について

もちょこっと触れましたけれども、より

官から民へということで、それが地方自

治体から見れば、住民から見れば、より

余りいい方向ではないということははっ

きりしているわけですね。ご承知のとお

り、集中改革プランというのは市町村の

場合７項目について、数値目標をきちん

と徹底して、これを都道府県にきちんと

管理検証しなさいと。７年前の地方行革

よりも、より国の監視や都道府県の監視

が強い中で、これがさらに強行されよう

という意図のもとで、出されてきていま

す。

　これはつまり、公的な仕事の分が民に

より開放するということが中心点であり

ますし、先ほど課長の方からは官から公

だというお話もありました。僕が受けと

めるには、公というところは住民の皆さ

んに、市の今の状況だとか、国の方向づ

けも含めてきちんと住民の方々に知らし

めて、一緒にこういう状況なんですよと、

お力も貸してくださいと。それを前提と

して状況認識を１つにしながら、これか

らの摂津の行政展開を決めていくという

ことをやるんだろうというふうに受けと

めているんですけども。

　その上で、やっぱり最初に申し上げた

摂津市の所得水準の問題ですね。いわゆ

る個人市民税では北摂で最低で、府下１

６番目だということですね。提示いただ

いた、いつも申し上げますけども、小・

中学生の就学援助の認定率、これが新し

い数字は平成１６年見込みしかないんで

すけども、小学校で４０．６％、２．５

人に１人と。中学生では３７．３％なん

ですね。大阪に３３市あります。ダント

ツで両方とも１番なんです。だから、市

民生活も大変だということでありますの

で、そこにもろに、いろんな状態は市民

の方々にお知らせするけどもと。でも平

均所得が少ないとか、負担の問題とかはっ

きりしているわけでありますから、だか

ら知恵と工夫を借りるということも含め

て、慎重にしなければならないというふ

うに思うわけです。

　直に国が示している新地方行革指針の

集中改革プランに乗っかれば、大変な状

態になるだろうと私は思っています。

　そういう点で、改めて自治体というの

は市民の税金で運営されていますし、国

の基準をクリアして、住民の実態に応じ

てさらに上乗せした施策を展開するとこ

ろに自治体の存在意義があるわけで、い

わゆる国の制度イコールになれば、その

存在はより低下をするだろうと思ってい

ます。だから、行政にしても、財政にし

ても市民から預かっているわけで、預かっ

た財政や行政の力を借りて、市民の暮ら

しをよくしていくと、これが基本の役割

でありますから、その点を踏まえた行革

をぜひ進めていただきたいというふうに

思うわけですけれど。市長公室長の方か

らちょっとご答弁をいただければと思い

ます。

　財政見通しの問題ですけども、下水道

特別会計の平準化債を本体予算が大変で

すから、下水道会計のところで食いとめ

－ 34 －



ると、そういうことも１つの方策として

やっていこうということで進んでいるわ

けですね。その関係も以前にもお聞きし

ましたけれども、市営住宅の建替えだと

か、いろんな１８事業について示された

ことがありましたけれども、南千里丘開

発の問題についても直近の支出を最大限

減らして２２年から２３年以降に多額な

支出が生じるような、そういう方向で民

間ノウハウ、民間資本活用ということで

進んでいると思いますけども。先ほど私

はそんなことをやったら確かに今、市債

が残高多いですから、元金償還も多いと、

多いから新しく年度ごとの市債を新しい

借金を組んだとしてもその差は大きいで

すから、当然、残高減っていくと。それ

でも平成１６年度の決算を見ますと、一

般と公共下水道、債務負担行為額、水道

会計合わせますと９８０億の残高で、市

民１人当たり１１５万なんですね。まだ

まだ多いんです。普通会計ベースの地方

債残高１人当たり見ますと大阪府下で５

番目に高いという状況であります。若干、

そうした平準化債を発行しながら、本体

予算、普通会計ベースのところを和やか

にしていくと、わかりますけども。しか

し退職金のたくさん出る年度を過ぎた後、

そういう予測されている大型事業の関係

の償還がそこに加わってきましたら、ずっ

と借金財政が同じく続くという実態にな

らないのではないかというふうに思うわ

けです。その辺の不安について、どうな

のかということをお尋ねするわけで、ぜ

ひわかりやすくご説明いただきたいと思

います。

　男女共同参画条例の問題です。来年度

目途にして、第２期せっつ女性プランの

策定を行っていると。それと並行して行

うという答弁ではなかったわけでありま

すけれども。ぜひ行政としての構えとい

うか、位置づけということで最大の中身

が条例制定でありますから、男女平等に

役立つ条例制定に向けて、慎重に検討は

当然そうでありますけども、段取りを決

めて第２期女性プランの策定と並行して、

同時期にできるようにぜひ最大限の努力

をお願いしておきたいと思います。

○山本善信委員長　寺本課長。

○寺本市民税課長　市税の部分で、平成

１６年度の法人市民税の動向はというご

質問でございますけども、法人市民税に

つきましては、納税義務者でございます

けども、資本金の額と市内の従業者の人

数によりまして１号法人から９号法人に

区分されておるわけでございますけども、

１号法人から９号法人、全部合わせまし

て平成１６年度で３，１６２社あるわけ

でございますが、そのうち資本金が５０

億円を超え、市内従業者数が５０人を超

える１号法人の部分でございますけども、

１９件ございまして、法人市民税の税収

の大きな部分を占めているわけでござい

ますけども、平成１６年度におきまして

は、この１号法人のうちの主要３社の部

分で、１５年度と比較いたしまして約３

億３，０００万円の税収の増があったも

のでございます。

　それから、個人の部分で先ほど均等割

と納税義務者の部分でのご質問でござい

ますけども、個人市民税の納税義務者に

つきましては、平成１６年度で均等割の

みの納税者が２，３１８人、所得割のみ

の納税者が４，８６８人、均等割と所得

割両方納めていただいております納税者

が３万１，０４０人、この３つを合わせ

ますと３万８，２２６人の納税義務者と

なるわけでございますけども、先ほどの

均等割の部分で、改正によりまして２，

５００円が３，０００円になったという

ことで５００円の増となるわけですけど
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も、この部分の積算につきましては、均

等割のみの納税者２，３１８人と均等割

と所得割の両方納めていただいています

納税者３万１，０４０人を足しまして、

合計で３万３，３５８人が５００円の増

となったということでございまして、税

額にいたしますと１，６６７万９，００

０円の増収と相成ったところでございま

す。

○山本善信委員長　寺田市長公室長。

○寺田市長公室長　それでは、ご答弁を

させていただきます。まず、第３次行革

の集中改革プランでございますけれども、

本市の財政状況についてはもう既に議会

等で議論をなされているところでござい

まして、我々行革担当といたしましては、

この集中改革プランがあろうとなかろう

と、我々が取り組まなければならない課

題というものがございまして、これにつ

いて取り組んでまいりたいというふうに

考えております。特に、集中改革プラン

の方ではこれは公表を義務づけられてお

りまして、我々といたしましては、やは

り市民の皆様方にこの改革について明ら

かにするということが大事かというふう

に思っております。

　一例として、給食の関係の答弁をした

わけですから、これについては今、現在

本市で給食の１食当たりの経費、これは

材料費、光熱水費を除きます。単に人件

費だけです。これで１食当たり３５１円

かかっておりまして、他の市では皆、２

００円台ということになっています。こ

れを民間委託をいたしますと２００円を

切るのではないかというような推測であ

ります。このことについて、果たして市

民の皆様方が、いや、それでも直営がい

いとおっしゃっていただけるのかどうか。

こういうことを明らかにしていかなけれ

ばならないだろうというふうに思ってお

りますし、また就学援助のことでおっしゃ

いました本市で小学校で４３％、中学校

は三十何％の就学援助があると。これだ

けの割合になると扶助費ではないなあと

いうように思いますが、これはなるほど

おっしゃっているように給与所得者層の

問題等もあろうかと思いますが、私の本

質的な問題は、この就学援助の基準が国

基準の１．３倍で本市がやっていること。

そのことがこの就学援助の比率を上げて

いるというのが大きな要素ではないかと。

　大阪府の南側の方に行けば、国基準の

ところが数多くございます。そこと比較

すると本市の就学援助の比率が上がると

いうのは当然でございまして、これは認

定基準の問題かという、これは野口委員

もよくご存じだと思いますが、そういう

ことでこういう比率になっているという

ふうに考えております。

　したがいまして、今後については本市

の至上命令であります赤字再建団体に落

とさないということを考えれば、取り組

むべきことはきちっと取り組んでいかな

きゃならないというふうに考えておりま

す。

　次に、男女共同参画条例の件でござい

ますが、ご存じかもわかりませんが、今、

男女共同参画条例について、いろいろと

論議があることはご承知だというふうに

思っております。特に国の方におきまし

ても、男女共同参画基本計画、これも本

市と同じように１８年に見直しがなされ

ます。そこで、国の方でもこれについて、

いろいろ議論がなされております。特に、

条例関係でいきますと、最近では島本町

がこの９月に男女共同参画条例案を出さ

れたんですが、議会で否決を受けたとい

うことがございます。この経過で申しま

すと、この総務文教常任委員会で、修正

がありまして、その中で妊娠や出産など
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については女性の自己決定権が尊重され

るという文言を入れられたわけでござい

ますが、それが本会議で否決を受けたと

いうことでございます。

　この問題は、今後また事あるごとに答

弁させていただきますが、詳しく言いま

せんが、これはジェンダーフリーの問題

があります。これについては今、二分を

した論議がございまして、いろいろと今、

野口委員がおっしゃったように、男女平

等、これであればだれも異論がないんで

すが、その具体的になるとさまざまな論

議があるんで、条例につきましては、そ

の辺は慎重にやはり検討すべきだという

ふうに考えております。

○山本善信委員長　堤課長。

○堤財政課長　普通会計ベースで負担を

なだらかにしながら退職手当のピークが

終わってからも大型事業を入れ、財政的

な危機がいつまでも続くのかというよう

なお問いであったかと思います。本市の

財政状況はご承知のとおり、平成８年度

から９年連続で貯金である基金を取り崩

して実質収支の黒字を確保してまいりま

した。平成１６年度から１８年度の公債

費のピークが終わりましても、１９年度

から２２年度の退職手当のピーク、こう

いったものが続いてまいります。

　そこで、財政運営として、そういった

ピークが終わった後、平成２３年度以降

の収支均衡を目指して、可能な限り、負

担を平準化して、かつより一層効率的な

財政運営をする中で、可能な限り、そう

いうものを平準化して、収支均衡を目指

してまいりたいというふうに考えており

ます。

　財政見通しの作成に当たりましては、

建設事業費については８億円という予算

枠を設けております。その中で１８項目

ないしその他の項目につきましても優先

順位を決めていただいて、可能な限り平

準化し、そういう財政が最終的に人件費

等のピークが過ぎた後に均衡化するよう、

財政運営に努めてまいりたいと考えてお

ります。

　先ほども申し上げましたとおり、歳入

については非常に不確定要素が強いもの

でございますので、なかなか今後の見通

しと申しましても、５年後の見通しがど

うなるかということについては、非常に

困難でございます。その点、ご承知いた

だけたらと思います。

○山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、財政課長に

続きまして、補足をさせていただきたい

と思います。

　財政運営に当たりましては、いろんな

諸原則がございます。我々は一番関心が

あるのは収支均衡の原則、これは絶えず

注意をしております。それから、将来に

わたって、長期的財政運営安定化の原則

というのがございます。今がよければあ

とはどうでもいいのかということではな

しに、やっぱり長期的な視野に立った運

営が求められていきます。

　今の厳しい財政状況から新規の新しい

事業については、早期実現は困難な状況

というのはわかっていただけると思って

おります。しかし、財政主導の論議ばか

りでの判断では、新しい施策への展開も、

あるいは取り組みもすべて否定すること

になってしまいます。違う次元での判断

基準もあるということは理解しておりま

すが、かといって財源は無限ではありま

せんので、無秩序に肯定できるものでは

ございません。

　ただ、実施時期、あるいは民間資金の

活用、あるいは年度間の財源調整、創意

工夫によって、市負担分の低減、あるい

は分散が図れるかどうか、これをやはり

－ 37 －



研究しながら新しい施策に取り組む必要

があろうかというように思っております。

　毎年、財源不足の試算ということで、

ことしもお示しをさせていただきました。

これは平成２１年度まで平準化債の発行

により赤字を回避をするという手段で、

一応お示しをさせていただいております。

　この財源不足の試算につきましては、

毎年決算が終わった時点で、それぞれ１

年ずつ延ばしながらお示しをしていきた

いということに考えております。とりあ

えず、平成２２年までの団塊世代退職の

ピークが過ぎるまでの間は、やはり毎年

毎年の収支決算が均衡するのかどうか。

これをやはり短期的な財政運営の注目と

いうことで、そっちに力を入れながら、

長期的な財政運営も図っていきたいとい

うふうに思っております。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　最後にしますが、摂津市を

住みやすい町にしていくことが大変重要

であり、どういう角度からそれを進めて

いくのかということが、今の財政の問題

も含めて大事じゃないかなという気がし

ています。

　いつも申し上げますけども、平成８年

に総合計画をつくりました。あのときに

平成１２年には９万４，０００人と、平

成２２年に１０万人ということは人口推

計も出しました。当時つくった平成８年

２月の時点の人口が３月末でありますけ

れども、８万６，８９１名なんですね。

今日、平成１７年３月末が８万５，１３

５人ということで、約１，７５６人とい

う差があります。平成８年２月に策定し

たんだけども、今日まで毎年毎年、策定

した年度の人口よりもどんどん減ってき

ているわけですね。前年対比、これに象

徴されるように、今回の統廃合問題も出

ていますけども、摂津の顔、摂津の売り、

それは結果として過ごしやすい八万数千、

九万人弱の町にしていくというコンセプ

トが、どういうふうにつくっていくのか

と。それを市民と一緒に住民力も活用し

ながら、いかに進めていくのかというこ

とをしなければ、国は財政諮問会議でも、

この集中改革プランで、これを達成しな

かったら、地方交付税減らしますよとい

う強硬な構えでもありますし、そういう

中で市民の方々は何でも削られてしまう

というように受け取りますわな。だから、

中身をきちんと両方ともお知らせして、

一緒に考えていただくと。半専門家になっ

ていただいて、これからの摂津のまちづ

くりをともに進めていくというこのシス

テムを含めて、ぜひ検討していただきた

いということを最後に述べて終わります。

○山本善信委員長　それじゃ、ほかに。

　森西委員。

○森西委員　それでは、決算書と決算概

要に沿って質問させてもらいます。決算

書２８ページ、市税ですけれども、先ほ

どからもほかの委員さんも多く質問され

ておりますけれども、個人市民税が平成

１５年度より１６年度の方が減であると。

これは恒久減税と個人収入の落ち込みで

あるということで、法人市民税は１５年

から１６年に増になっておると。これは

法人市民税が主要企業の収益増であると

いうようなご説明をいただきまして、先

ほど堤課長からは将来の見通しがなかな

か見づらいというようなご答弁をいただ

いたんですけれども、平成１６年度を踏

まえて、個人市民税、法人市民税、これ

は市の歳入の根幹といいますか、主にな

る部分でありますので、まず１６年の結

果を踏まえた上で、まだ出ておりません

けれども、１７年度というのはどういう

ふうな推移をしておるのか。そしてまた

改めて先ほど堤課長さんからなかなか先
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を見るのは難しいということでしたけれ

ども、今後、個人市民税はどういうふう

な形になっていくのか、増となっていく

のか、今までどおりに減というような形

になっていくのか。法人市民税がずっと

減であったのが、増に変わったと、今後

も増というような見方をされておるのか、

財政方の市として考えをお答えいただき

ますようにお願いします。

　続きまして、決算書５３ページの市町

村の振興補助金ですが、先ほどからもほ

かの委員さんからも質問されて、説明を

お聞きしましたが、それに付随して、こ

れから府の補助金というのは、１５年か

ら１６年にかけて減額をされておるわけ

ですけれども、府の補助金というのも国

同様に減額の方向で行かれるのか、どの

ような推移を見ておるのか、お答えいた

だけますか。

　同じく５４ページ、財産収入ですけれ

ども、これは不動産の売払収入と財産貸

付収入が一緒ではあると思うんですけれ

ど。今後、不動産の売り払いというのは

考えておられるのか、お聞きします。

　続いて、５６ページです。特別会計の

繰入金ですけれども、介護保険の特別会

計繰入金と財産区財産の特別会計繰入金

というのがあるんですけれども、今後繰

入金の考え方としては、現状のままでい

くのか、特別会計との向こうの収支とい

うのがかかわってくる問題だと思うんで

すけれども。財政方のこちらが主になっ

て、大体幾らであるというような考えで

いかれるのか、お聞きします。

　続いて、決算書７８ページからの職員

手当等の退職金です。当初予算で６億４，

５２６万円ですか、決算で１１億３，９

９４万円と退職手当がふえております。

これは当初の予定の方よりもふえたとい

うことで、それは理解をしております。

　これはいわゆる早期退職であろうとい

うふうには考えておるんですけれども、

これは市としてこの退職というのは喜ば

しいことであるのか、もしくはこのこと

によって何か問題が生じておるのか、お

聞きします。

　続いて、決算書９２ページ、企画費の

委託料ですけれども、これは当初予算で

は恐らく数字が上がっておらないという

ふうに思っておるのですが、決算で上がっ

ておりまして、補正の段階でこれが上がっ

ておったか、上がっておったら大変申し

わけないんですけれども、その点、なぜ

決算で上がっておるのか、ご説明をいた

だけますか。

　同じく９２ページ、淀川右岸３市１町

地下鉄延伸連絡協議会ですけれども、先

ほどからも他の委員さんが質問されて、

ご説明をいただいております。私も以前

から議会の方でも、質問をさせていただ

いておる件なんですけれども、事実上、

難しいと。収支が０．９３であると推測

をされて、１以上でないと収支採算性が

とれないというようなご説明をいただい

て、また平成１８年度から会費を取らず

に研究をされるということですけれども、

今後、会費を取らずに、先ほどもご説明

いただいたんですが、もう少し詳しくど

ういうふうな形で協議をされて、地下鉄

の２号線の延伸ということで、お話をさ

れておったと思うんです。それ以外で、

例えば違う形でもしくはモノレールとか、

そういうふうな形での今まで協議という

のはあったのか、もしくは今後、そうい

うふうな部分がこの会議の中でとれるも

のなのか。お聞きをいたします。

　続いて、財産に関する調書なんですが、

これ２６４ページで、土地の地積で決算

年度中の増減高ということで、増になっ

ております。建物の方はゼロゼロで年度
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中の増はありませんけれども、行財政改

革を進めておる中で、いわゆる土地がふ

えるということは、その分に関して土地

を買うということが発生しておると思う

んですけれども、財政改革を進める上で、

この土地の面積がふえることに関して、

どのように考えておられるのか、お聞き

します。

　続いて、決算概要に移って３１ページ。

人件費事業の職員の合計が８３名という

ことで、予算では８９名でありまして、

６人減ということになっております。特

に、人事課が１８人から１２人に減になっ

ておりまして、６人減ということで、６

人が減ったということで何か弊害が生じ

ていないのか、お聞きします。

　それとあわせて、今現在の職員の年齢

構成というのは、どのような年齢構成に

なっておるのか、団塊の世代の方が多く

退職をされるというような状況で、実際

に年齢構成というのはどういうふうになっ

ているのか、お聞きをいたします。

　それと、先ほど再任用のお話もありま

したけれども、その団塊の世代で退職を

される方が多くおられて、再任用を希望

される方が多くおられた場合、再任用の

枠と、再任用を希望される方との判断で

すね。再任用でとられるときの判断とい

うのはどのように考えておられるのか。

　続いて、１２１ページ、消防団の活動

ですけれども。先般の議会の方で渡辺議

員がそこの消防団の件で質問をされてお

りまして、私も消防団に入っておりまし

て、実際、私は消防団に入って、これは

恥ずかしい話かもわかりませんけれども、

放水を現在１回というようなことであり

まして、消防職員の方は実践でもって、

放水という形を常日ごろから行われてお

られるということが実際にありまして、

その消防団の方でしたら、放水をする機

会といいますか、数が少ないと。実際、

そのようなときになったときに、実践が

少ないといいますか、そういうふうな方

が放水なり、消防活動を行うというよう

なことで、消防団の中でも実際、命令系

統といいますか、指揮系統といいますか、

消防団の中でなかなか統一がされておら

れないというのも事実だと思うんです。

そして、職員ですと、その部分というの

はしっかりとされておると思うんです。

また、ボランティアということもありま

すので、消防の方がなかなか強い口調で

といいますか、形でというのは難しいの

かもわかりませんけれども、しかしなが

ら、市民の生命と財産を守る立場でもあ

るわけですから、その点、消防団の質の

向上をどのように考えておられるのか、

お聞きします。

○山本善信委員長　それでは答弁いただ

きます。堤課長。

○堤財政課長　それでは、私の方から個

人市民税等の推移ということ、それから

振興補助金の今後の動向についてお答え

申し上げます。

　まず、中期財政見込みにおきまして、

市税につきましては税３課の予測資料に

基づき積算をしております。まず、個人

の市民税につきましては、今回の試算で

は三位一体の改革に伴います平成１９年

度の税源移譲及び定率減税の段階的廃止

など、既定の税制改正については盛り込

んでおります。しかしながら、税源移譲

によりまして、一時的な増加はございま

しても、少子高齢化の進展によります長

期的な減少傾向は今後とも継続するもの

ではないかというふうに予測されており

ますので、その影響額につきましては、

減少要因として加味いたしております。

法人市民税につきましては、平成１６年

度には大幅な増加となりましたが、今後
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は平成２１年度まで緩やかに増加するも

のというふうに予測をしております。そ

ういった税３課の予測に基づいて中期財

政見込みを策定いたした次第でございま

す。

　それから、大阪府市町村振興補助につ

きまして、今後の動向ということでござ

いますが、これについては非常に厳しい

状況でございます。振興補助の状況につ

きましては、１つは大阪府の進めておら

れる行革でそういう予算を確保するとい

うことも非常に苦慮しておられるという

ことがあることが１つでございます。ま

た、もう一つは、振興補助の対象となる

事業を選択するというのが非常に困難に

なってきているということがございます。

　もう一点、これは今の決算の段階で申

し上げていいのかどうかちょっとわから

ないのですけれども、実は振興補助の交

付基準の中に、財政力指数を考慮に入れ

るというのがございまして、それでいき

ますと、本市は１７年度に財政力指数１

を超えておりまして、その関係で１７年

度予算計上しておりますけれども、非常

に厳しいということが今、実は言われて

おります。今後、強く交渉はしていきた

いと思いますけれども、そういう状況を

踏まえまして、振興補助につきましては、

非常に厳しい状況であることをご理解い

ただけたらと思います。

○山本善信委員長　杉本課長。

○杉本総務防災課長　決算書の５５ペー

ジの土地貸付収入及び土地売払収入の件

のご質問ございましたので、お答えいた

します。

　土地貸付につきましては、平成１５年

のときに駐車場でありますとか、資材置

き場でありますとか、いろんな形でご利

用いただくようにということで公募をい

たしまして、昨年度の決算では２，３７

１万９，１３２円ということになってい

るということでございます。

　土地売払収入につきましては、昨年度

は千里丘の旧駅前再開発の代替地を、こ

れは大阪ガスに以前貸しておったもので

すけれども、これは大阪ガスの業務上、

どうしても調整器室の設置に必要だとい

うことで、千里丘の土地を売ったものが

大きく１，９００万ほどございますので、

２，０００万ほどの計上となりました。

　さらに、土地のこれも売り払いどうす

るのかというお問いでございますけども、

今年度は売り払い、特に公募する予定を

しておりません。と申しますのは、公有

地の利用の審査会等でまた協議していく

んですけれども、土地の値段、上昇傾向

に転じつつあるということもございまし

て、それとあと土地の利用、再度、公有

施設の設置とか、いろんなものが出てき

ていますので、そういうものを再度検討

した上で、低未利用地については今後ま

た売り払いを検討していくということに

なろうかと思います。

　さらに、決算書の２６４ページの土地

がふえているがどうかということでござ

いますけども。これにつきましては、私

どもが積極的に購入をしてということで

はございません。１つは土地開発公社が

先行取得したものの買い戻し、これは教

育用施設の買い戻しがございました。し

かしながら、最も大きいのは開発されま

すと、倉庫等つぶれて開発されたときに、

真ん中に転回路つき道路が１つできるん

ですけども、そういったものがあります。

最近はすべて市の方に帰属いたしますの

で、公衆用道路の寄附だけで昨年度で９，

６５２平米、またそれらの帰属で１，３

１０平米というようなことで、それだけ

で１万平米ほどふえるというようなこと

になっております。
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　ですから、行革を進めているのに土地

がふえたということではなしに、開発等

に伴って、自然にというのも語弊があり

ますけれども、ふえたということかと考

えております。

○山本善信委員長　有山課長。

○有山政策推進課長　企画費の委託料が

当初予算に計上がなかったがということ

でございますが、委託料３つとも流用対

応をさせていただいております。１つの

業務の改善推進委託料でございますが、

これは現在進めておりますＡＴＯＭＳ運

動の推進に当たりまして、各所管課に導

入の動機というか、そういうものを研修

をするということで委託をしたものでご

ざいます。

　それから、内部統制の評価業務の委託

についても流用対応で、この分につきま

しては、いろいろ問題になっております

中の業務の間違いとか誤りをただすとい

うことで、前年度に監査法人の方に委託

をいたしまして、中を調査してもらいま

した。その分をフィードバックするとい

うことで、職員の研修をする必要が生じ

てまいりまして、その分を評価業務を委

託したものでございます。

　この２点につきましては、それぞれ人

事課の人材育成事業からの流用とさせて

いただいております。

　それから、もう一つ、土壌調査の業務

委託なんですが、これは駅前再開発特別

委員会の方の所管になりますので、一応

流用があって対応させていただいたとい

うことで、この場ではその答弁にさせて

いただきます。

　それから、３市１町の地下鉄延伸なん

ですが、これについての今後の運営とい

うことで、１つは地域的に京阪、阪急と

いうところの輸送力の増強が現在行われ

ておりまして、この輸送需要についても

少子化の関係もありまして、減少をして

いるといったような状況でございます。

　したがいまして、混雑緩和であるとか、

路線の代替性ということを広域的に考え

るというのはかなり難しい状況かなとい

うふうに思っています。

　３市１町につきましても、高槻、ある

いは摂津というところは地下鉄の延伸に

比較的熱心なところでございますが、茨

木の方はある程度交通網が整備されてい

るというところで、少し温度差があると

いうところでございます。

　先にご答弁申し上げましたように、近

畿地方交通審議会答申第８号の中で、各

自治体の今後の取り組みによって、そう

いうことを踏まえて検討することがある

ということがございますので、既にもう

３市１町で協議会というのが立ち上がっ

ております。ここで、今辞めてしまって、

後々次の場合は、１０年後になりますが、

そういう形のときに新たに立ち上げると

いうのはかなりのエネルギーがかかると

いうふうに考えておりまして、これを維

持して行っていきたいというふうに考え

ておるところでございます。

○山本善信委員長　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　先ほどご質問にあ

りました消防団の資質の向上及び消防分

団、消防本部との指揮命令系統はどうなっ

ているかということにつきまして、お答

えさせていただきます。

　消防団員、確かに森西委員が言われた

ように、何回も何回も放水するような現

場になかなか遭遇はいたしません。とい

うことで、現在、消防本部の方、総務課

の方では消防団の団員の訓練といたしま

して、年１回神崎川で全団員を対象にい

たしまして、規律訓練、機関員訓練、初

任訓練をやらせていただいております。

　それから、年に１回これもあれですけ
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ども、三島地区支部の初任幹部教養訓練

というのもございまして、その中でも初

任の訓練、そして班長以上の幹部訓練を

行っておりまして、その中で研修をさせ

ていただいております。

　それともう一つ、訓練というか研修に

つきましては、消防職員、消防団員の合

同研修会の中で、年１回福祉会館の方な

どで救急訓練などをさせていただいてお

ります。

　ということで、訓練というか、研修事

態をやらせていただいておりますけども、

聞くところによりますと、例えばある分

団員さんなどは、神崎川などで放水訓練、

これは日曜日に機械器具の点検をする際

に、よく神崎川をあけてくれというよう

なことで、神崎川の方で放水を訓練した

りしているような団がございます。ただ

し、今、森西委員が言われたように、こ

の放水訓練というのはなかなかやりにく

い地域もありますので、今後は分団長以

上の会議などで、こちらの方から積極的

に放水訓練の指導というようなことをさ

せていただきたいと思っております。

　それで、もう一つおっしゃっておりま

した指揮統制命令につきましては、現場

の方の所管となりますので、署の方から

答弁させていただきます。

○山本善信委員長　石田次長。

○石田消防本部次長　指揮命令系統につ

いてでございますが、現在は災害現場に

おきましては、団長、もしくは副団長と

消防長、または私署長が協議を行いまし

て、活動しておりますが、委員がご指摘

されたように、一般質問にも消防長が答

弁しておりますが、指揮命令系統が十分

機能せず、消防団にも効率的で適正な運

用がなされていないと、災害現場におい

て常備消防と非常備消防が十分な連携の

もとでの活動がなされていない現状があ

ります。

　今後は、消防団と協議いたしまして、

指揮命令系統のさらなる徹底を図りたい

と思っております。

○山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　まずはじめに退職

手当の件なんですけども、確かに当初は

定年の方の分だけを計上いたしておりま

した。先ほど退職者４５名と申し上げま

したが、そのうちの１１名が特例措置に

よる早期退職でございます。この方の場

合につきましては、一応募集期間を決め

て、その間に募集してきた方を退職で認

めるということにしていましたので、あ

と採用等については特に影響はございま

せん。

　また、本人の年齢でいいますと、大体

５４歳から５９歳、年齢のとられている

方については、あと１年あるけれども、

もう仕事がしんどいということであった

り、あるいは５５歳ぐらいの人でしたら

次、やりたいことがあるとか、いろんな

事情で自分から望んで退職された方です

ので、市としても１９年以降の大量退職

の退職金の平準化なり、あと退職された

後の不補充にしても採用するにしても、

人件費としては下がるということで、両

方の希望がうまく合ったものだと思って

おります。

　それから、３１ページの人事課、当初

予算で６人おった分が決算では６人減に

なっておると。この部分につきましては、

以前までは２月の段階で予算編成してお

りまして、人数もその人数を使っており

ました。２月現在おる人数を使っておっ

たんですけれども、行革の関係でできる

だけ採用、退職をきちっとした形で予算

を組んだ方が、やはり今、人数減らして

いますので、どれだけ経費が下がるかも

わかるし、予算も少なくて済むというこ
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とで、新規採用の職員６名を当初予算で

人事課のところに入れております。

　４月１日現在でそれぞれに配属されま

すので、どこの課になるかがわからない

ということで、当初は人事課へ配属して

おったもので、その後各課へ振り分けて

おりますので、人事課自体は影響はござ

いません。

　それから、再任用の雇用の判断なんで

すけれども、確かにご指摘がありますよ

うに、平成１９年は３７から３８人です

けれども、２０年以降５０人程度が１年

間でやめるということになりますので、

本市でいっております事務職については、

原則６割補充というのもございますし、

あるいは先ほどおっしゃいました年齢構

成でいいますと、約２５％、２００人程

度が１９年から２２年の間にやめます。

そういうことを考えますと、その分につ

いて新規採用をして入れるのか、あるい

はすべて再任用してするのかで、かなり

後々の年齢構成も変わってまいります。

人事課としましてやはりそれぞれの年齢

の平均というのは保っていきたいと思っ

ておりますので、そこが大量退職した時

点で入れたら、同じことが起こりますの

で、できるだけ市長にもお願いして、前

倒しで採用できるような形で対応はして

いきたいと思っております。

○山本善信委員長　杉本課長。

○杉本総務防災課長　１件答弁が漏れて

おりましたのでお答えいたします。

　決算書の５７ページの財産区財産特別

会計繰入金の件でございますけど、これ

は地方自治法の２９６条の５の規定によ

ります一般会計の繰り入れでございまし

て、味舌上財産区の市場池貸付料の２０

％を繰り入れたもので、例年どおり、ルー

ルどおりに実施したものでございます。

○山本善信委員長　暫時休憩いたします。

（午後３時　１分　休憩）

（午後３時３０分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　森西委員。

○森西委員　ここの概要の１０ページに

もあるんですけれども、これはすべてに

関して質問させていただいたこと全般的

な部分になるとは思うんですけれども、

自主財源と依存財源、１５年と１６年で

は構成比率で、自主財源が１５年より１

６年の方が８．２％減というようなこと

になっていまして、それとは逆に依存財

源がその分プラスというようなことになっ

ておるんですけれども、これは自主財源

の方が、繰入金、もしくは地方交付税、

財産収入という部分が大きく減というよ

うな形になって、そういうふうな自主財

源自身が減というようなことにはなって

おると思うんですけれども、市として、

その自主財源をふやしていこうというよ

うな考えは、当然持っておられると思う

んです。自主財源をふやしていくという

のが、健全財政を進めていく上では、何

よりも大切だというふうに考えておるの

ですけれども、その部分で言いますと、

自主財源と依存財源、その比率というよ

うな部分を、今後どういうふうに依存財

源のパーセント、どのようなパーセント

に進めていくのか。そのパーセントとい

うような形で進めていくのではないとい

う形で考えておられるのか。そうすると、

数字的に額と形で依存財源を幾らという

ような形にはなってくると思うんです。

　三位一体の改革で、いわゆる依存財源

と言われる部分も今後減ってくるであろ

うと、国、また府の補助金というような

部分も減というような働きが出てくるで

あろうと。そういうふうなことでありま

すと、依存財源が減って、全体的な割合

からすると自主財源がふえてくると。パー
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セントでいけば。けどもパーセントでい

きますと、自主財源がふえたからという

ことでは喜ぶべきことではないと思うん

です。

　その点、今後、自主財源、依存財源を

どのような形に持っていこうと考えてお

られるのか、お答えいただけますでしょ

うか。

　続きまして、淀川右岸３市１町地下鉄

の件は、これからも会議といいますか、

会議自体をなくしてしまうと、今度立ち

上げるときに大変難しいということで、

お答えをいただきましたけれども、平成

１８年度からこういうふうな会費をとる

というような形でないということですけ

れども、やはり早期実現に向けて、地域

から声を上げていかなければならないと

いうことですので、やはり鳥飼東部の方

においては、これはやはり長年の希望で

ありますので、私ども質問をさせていた

だいて、東部都市核においては、直近に

は核として考えることはできないという

ような、以前ご答弁をいただいたと思う

んですけれども。鳥飼のまちづくりにお

いて、やはりそういうふうな部分、東部

都市核といいますか、都市核づくりとい

うのは必要であると思いますので、その

点は、また会議の中でも十二分に、ほか

の市町村と連携を取り合いながら、ぜひ

とも早急に実現できるように要望してい

ただきますように、お願いします。

　それと消防団の件ですけれども。今、

指揮系統というようなご説明をいただい

たんですけれども、消防と消防団の指揮

系統ということでしたけれども。ではな

くて、消防団内の中での指揮系統といい

ますか、それが団の中でうまく機能がさ

れてないというように思うんです。

　消防団の団員の意識ですね。消防署の

職員までも行ってないのではないかなと

いうような部分が感じられるんです。や

はり市民の生命と財産を守る立場であり

ますので、まずその辺から消防団員の中

の意識から変えていかなければならない

というふうには思っておるんです。これ

は消防団の分団の中もそうですし、また

摂津の消防の方からも何らか働きかけと

いいますか、しなければ消防団員の意識

の改革といいますか、向上というのがな

かなか成し得ないと思いますので、その

点、消防としてどのように消防団員の意

識を変えていくべきなのかというところ

をお聞かせいただけますでしょうか。

　それと人件費についてはご答弁いただ

きました。これは将来、長年にわたって

のこれから団塊の世代が退職をされて、

退職をした後、採用について摂津市にお

いてやはり均等にというか、年齢構成か

ら採用の勤務年数、均等になるのが理想

だと思うんです。

　この団塊の世代が退職をされて採用を

されるというところですけれども、大量

採用されますので、その後均等に、とい

うのは早期にはなかなか難しいとは思い

ますので、その点は十分に配慮していた

だいて、これはこれから先ずっと長い間

の問題ではあろうとは思いますので、こ

れも要望とさせていただきたいと思いま

すので、以上です。

○山本善信委員長　堤課長。

○堤財政課長　それでは、依存財源と自

主財源の考え方についてお答えさせてい

ただきます。

　決算概要１０ページに、決算額の対前

年比較表がございます。それで比較いた

しますと、平成１５年度自主財源２１６

億３，６４７万６，７６０円、１６年度

が２０９億４，８９５万４，１８１円、

構成比はそれぞれ１５年度が６９．７％、

１６年度が６１．５％ということで、８．
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２ポイント低下をしているという状況で

ございます。

　ただ、１６年度につきましては、特殊

要因がございまして、借換債がございま

す。借換債が実は依存財源にカウントさ

れます借換債がございます。１６年度の

発行額が４８億６，６７０万円、１５年

度は６億６，４１０万でございました。

この辺を加味いたしますと、１５年度の

自主財源比率は７１．３％まで上昇いた

しまして、１６年度は７１．８と逆に０．

５ポイント増加しているような状況でご

ざいます。

　府下的に見ました場合、摂津市の税の

自主財源の根幹でございます市税収入に

つきましては、１人当たりで見ますと、

府下トップの１人当たり２０万５，００

０円を超えているような状況でございま

す。

　委員ご指摘のように、自主財源比率を

高めるということは非常に財政運営にお

いても大事なことであるというふうに思っ

ておりますが、今、申し上げましたよう

に、自主財源の税は府下１位という状況、

自主財源の額で見ましても、府下、箕面

市に次いで、１人当たりの自主財源が２

４万４，７５２円ということで、こちら

の方は普通会計との比較になるんですけ

れども、箕面市に次いで２位というよう

な状況でございます。

　幸いにして今のところ摂津市の自主財

源比率高くございますので、これを維持

できるように頑張って、財政運営に努め

てまいりたいと思います。よろしくお願

いします。

○山本善信委員長　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　先ほどの消防団内

での指揮統制の意識改革についてのご質

問でございますが、確かに消防団員と申

しましても、我々と違いまして、ボラン

ティアの側面が非常に多うございます。

というところで、どうしても指揮命令系

統といいますか、我々は指揮命令系統で

動きますので、それがならされています

ので、すぐに上意下達というようなこと

になりますが、なかなか分団員さんにつ

きましては、それが難しい側面がござい

ます。

　しかし、といいまして、それを看過し

ていくということは、例えば火災現場で

の指揮命令系統がしっかりしていない場

合にけがのもとになる場合が多うござい

ます。というところで、我々といたしま

しても、これは看過することはできない

側面でございます。

　ということで、今後種々の訓練、研修、

会議など、消防分団の分団員の方、また

分団長以上の幹部の方がおられる場面で、

このことについてはよく研修、そして啓

発するようにしていきたいと思います。

　また、消防団幹部とも、このような話

が出たということで、一度幹部の皆さん

とも検討し、今後どのようにすれば内部

改革できるかというようなことで検討し

てまいりますので、よろしくお願いいた

します。

○山本善信委員長　奥村部長。

○奥村総務部長　依存財源、自主財源に

ついて補足答弁をさせていただきたいと

思います。

　この比率の分については、構成比でご

ざいますので、片やふえればもう片方が

減るというようになっております。今、

ご指摘のように、確かに自主財源が平成

１５年と比べまして、８．２ポイント落

ちているんですが、これは大きな原因は

市債の方の依存財源が大きく伸びたため、

これは借換債等によるものでございます。

　適正な比率ということをおっしゃられ

ておられましたけれども、依存財源、自
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主財源の適正な比率はございません。

　ただ、比率数値等で言いますと、今ま

で財政の方は経常収支比率、これはかね

がねずっと言ってきております。１０５．

６％でワースト２位ということで、かな

り悪化をしておりますが、教科書でいき

ますと、７０から８０％が適切であろう

というふうに言われておりますが、実際

今の地方の公共団体の財政悪化の分でい

えば、８０から９０％ぐらいが適切では

ないかなというふうに私個人としては思っ

ております。

　あと数値としては起債制限比率がござ

います。２０％を超えますと起債が制限

される。その他の財政のいろんな分析の

中では適切な数値は示せされておりませ

ん。先ほど言いました経常収支比率、１

００％を切りたいというふうには我々は

願っておりますが、これもやはり先ほど

ご指摘ありましたように、市税等の自主

財源の一般財源がふえることによって、

当然比率も下がっていきます。

　先ほど税の方の収支見込もありました

けれども、やはり収入の増とそれからあ

わせて歳出の減、これも並行して行って

いかなければならないというふうに思っ

ております。

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふうに思っております。

　自主財源、依存財源ではな

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふう

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふうに思っております。並行して行って

いかなければならないというふうに思っ

ております。いました経常収支比率、１

００％を

　しかしながら、平常時から非常時を想

定した実践的訓練を積み重ねていかなけ

れば、的確な判断と対応が図れないとい

うことは、想像に値するところでありま

す。

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふうに思っております。並行して行って

いかなければならないというふうに思っ

ております。いました経常収支比率、１

００％を切りたいというふうには我々は願

っておりますが、これもやはり先ほどご

指摘ありましたように、市税等の自主財

源の一般財源がふえることによって、当

然比

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふうに思っております。並行して行って

いかなければならないというふうに思っ

ております。いました経常収支比率、１

００％を切りたいというふうには我々は

願っておりますが、これもやはり先ほど

ご指摘ありましたように、市税等の自主

財源の一般財源

　自主財源、依存財源ではなし

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふうに思っております。並行して行って

いかなければならないというふうに思っ

ております。いました経常収支比率、１

００％を切りたいというふうには我々は

願っておりますが、これもやはり先ほど

ご指摘ありましたように、市税等の自主

財源の一般財源がふえることによって、

当然比率も下がっていきます。としては

思っております。が難しい側面がござい

ます。成し得ないと思いますので、その

点、消防としてどのように消防団員の意

識を変えていくべきなのかというところを

お聞かせいただけますでしょうか。うん
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ですけれども。鳥飼のまちづくりにおい

て、やはりそういうふうな部分、東部

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふうに思っております。並行して行って

いかなければならないというふうに思っ

ております。いました経常収支比率、１

００％を切りたいというふうには我々は

願っておりますが、これもやはり先ほどご

指摘ありましたように、市税等の

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふうに思っております。並行して行って

いかなければならないというふうに思っ

ております。いました経常収支比率、１

００％を切りたいというふうには我々は

願っておりますが、これもやはり先ほど

ご指摘ありましたように、市税等の自主

財源の一般財源がふえるこ

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふうに思っております。並行して行って

いかなければならないというふうに思っ

ております。いました経常収支比率、１

００％を切りたいというふうには我々は

願っておりますが、これもやはり先ほど

ご指摘ありましたように、市税等の自主

財源の一般財源がふえることによって、当

然比率も下がっていきます。としては思

っております。が難しい側

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支

　自主財源、依存財源では

　自主財源、依存財源ではなしに、経常

収支比率の軽減に努めていきたいという

ふうに思ってお

　自主財源、依存財源で

　自主財源、依存財源では

　自主財源、依存財源では
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